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第１章　策定の背景・目的
 

近年、全国各地で大規模な風水害が相次いでいることから、国は、平成２７年に水防法を

改正し、地方自治体に対しては、新たに「想定し得る最大規模」（以下、「想定最大規模」と

いう。）の洪水・内水氾濫・高潮への対策の推進が求められることとなりました。 

かつて、伊勢湾台風や東海豪雨といった大規模な風水害に見舞われ、多くの尊い命や貴重

な財産を、自然の猛威の前に失ってきた本市では、これまで市民の生命、身体及び財産を災

害から守ることができる災害に強いまちの実現を目指し、地域防災力や災害対応力の向上、

災害に強い都市基盤の整備など、ハード・ソフトの両面から防災対策を進めてきました。さ

らに、平成２７年の水防法改正を踏まえ、令和４年６月、想定最大規模の風水害に対応した

新たなハザードマップを公表するとともに、その具体的な被害の様相を明らかにする被害想

定の算出にも取り組んできました。 

このたび、「想定最大規模」の風水害を見据えて、災害対策に関する近年の動向や本市の

これまでの取組を踏まえ、逃げ遅れゼロの実現を目指す避難対策を始めとするより一層の対

策に取り組む必要があることから、「想定し得る最大規模の風水害に係る対応方針」（以下、

「対応方針」という。）を新たに策定し、命を守り、被害を最小化することで、誰もが安心

して暮らし続けることのできる減災都市名古屋を目指します。 

 

 

 

 

 

 

（位置づけ） 

※名古屋市防災条例に掲げる自助・共助・

公助の理念を念頭に置き、本市の災害対

策を総合的かつ計画的に推進する「名古

屋市災害対策実施計画」等の指針の一つ

として、対応方針を策定します。 
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第２章　名古屋市の地域特性 
 

本市は濃尾平野の南東端に位置し、大きくは丘陵地（東部）、台地（中央部）、沖積平野（北・

西・南部）の三つで構成されています。東に高く西に低い地勢となっており、雨水を河川等

へ自然排水できない低地が、市域の約５０％を占めています。庄内川の土砂等によって形成

された沖積平野は、平坦な低地が広がっており、特に南西部は、干拓によって造成されたゼ

ロメートル地帯と、埋立てによって造成された臨海工業地帯になっています。 

 

 

また、本市は伊勢湾の湾奥部に面してい

ます。伊勢湾は、外洋の海水が流入しやす

く高潮を発達させやすい平面地形となっ

ています。 

本市の気候は、夏の蒸し暑さや冬の伊吹

おろしのように季節によって厳しい面も

あります。降水量は、梅雨期の６～７月、

台風や秋の長雨時期の９月にピークがあ

ります。 

  

 

気象庁発表データ（１９９１年～２０２０年
平年値）を基に名古屋市作成 
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１ 伊勢湾台風と東海豪雨 

 

（１）伊勢湾台風 

 

昭和３４年９月２６日、潮岬に室戸台風・枕崎台風に次ぐ観測史上３番目の９２９．

６ｈＰａの勢力で上陸した台風第１５号は、本市を中心とする伊勢湾周辺地域に５ｍを

超える高潮等の被害をもたらし、５，０９８名の死者・行方不明者を出しました。伊勢

湾奥部の低平地での市街化・農地開発という素因に、本市南区の大量の木材集積、東海

地方で比較的台風被害が少なかったことが続いたことによる水害危険地帯の自覚・警戒

心の不足、不十分な避難対策が拡大要因として重なったことが、これまでの被害拡大を

招いたと指摘されています。 

国は、地方自治体における防災会議の設置や地域防災計画の策定等を規定した災害対

策基本法を制定（昭和３６年）し、伊勢湾台風を契機に全国で総合的な災害対策が実施

されることとなりました。 

本市では、指定された区域に応じて建築物の１階の床の高さや構造等を規定した名古

屋市臨海部防災区域建築条例を制定（昭和３６年）し、国による名古屋港高潮防波堤の

完成（昭和３９年）と合わせて、まちづくりの視点から本市南部の住民安全度の向上が

図られました。また、被害の大きかった港区や南区を中心に、浸水位を表す標識や標示

板を設置するとともに、当時の状況を学校教育の場で子どもたちに語り継ぐなど、伊勢

湾台風の記憶を後世に残すための取組を進めています。 

 

■名古屋市の被害状況 

人的被害（人） 建物被害（棟） 

死者・行方不明者 負傷者 床上浸水 床下浸水 

1,851 40,528 34,883 32,469 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市港区                名古屋市南区  

第３章　過去の災害を振り返る  
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（２）東海豪雨 

平成１２年９月１１日～１２日、台風第１４号の影響により、秋雨前線が愛知県を中

心に記録的な大雨をもたらし、名古屋地方気象台では統計開始以来最大となる日最大１

時間降水量９７.０ｍｍ、最大２４時間降水量５３４．５ｍｍ、総降水量５６６．５ｍ

ｍを記録し、新川の破堤、庄内川の越水、内水氾濫等によって、市内の約３７％が浸水

しました。 

国は、東海豪雨における水害リスクを十分に把握していないという教訓を踏まえ、平

成１３年に水防法を改正しました。これに伴い、洪水予報河川を拡充し、浸水想定区域

の指定制度を創設するとともに、市町村においては、ハザードマップの作成が努力義務

化され、防災会議で洪水予報の伝達方法・避難場所等を定めることとなりました。 

本市では、日頃からの災害リスク等の周知、災害時の情報収集・提供、避難情報の発

令・伝達、市本部・区本部の関係機関との連携等に課題があったことから、ハザードマ

ップの作成、避難情報の発令基準の設定、同報無線の整備等の対策を講じるとともに、

河川整備、雨水貯留施設整備やポンプ増強といった対策にも取り組んでいます。 

■名古屋市の被害状況 

人的被害（人） 建物被害（棟） 

死者 行方不明者 負傷者 床上浸水 床下浸水 

4 0 47 9,818 21,852 

新川左岸破堤箇所（名古屋市西区）         西枇杷島町（現・愛知県清須市） 
出典：国土交通省 中部地方整備局 庄内川河川事務所 
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茨城県常総市 
出典：国土交通省 関東地方整備局 

２ 近年の大規模風水害 

（１）平成２７年９月関東・東北豪雨（鬼怒川水害） 

 

l 台風第１８号や前線の影響により線状降水帯が発生し、鬼怒川では堤防が決壊し、

茨城県常総市の大半が浸水しました。 

l 浸水被害が、広範囲（約４，０００ｈａ）、長期間（１０日間）になったことが特

徴で、多数の孤立者（約４，３００名の救助）と氾濫流による堤防近傍での家屋

倒壊・流出が発生しました。また、浸水によって防災拠点（常総市役所）が機能

停止するとともに、避難情報発令の遅れ、多数の避難者が市外の避難場所へ逃げ

るといった避難に関する課題も顕在化しました。 

l 平成２７年、国は、「施設の能力には限界があり、施

設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へ

と社会の意識の変革を促し、社会全体で常に洪水氾

濫に備える「水防災意識社会再構築ビジョン」を策定

し、住民等の行動につながるリスク情報の周知や事

前の行動計画作成など、住民が主体的な避難をでき

るような「住民目線のソフト対策」について、ハード

対策と一体的・計画的に推進することとしました。 

 

（２）平成２８年台風第７号・第９号・第１０号・第１１号及び前線による８月１６日から

８月３１日にかけての大雨及び暴風等（平成２８年８月北海道・東北豪雨） 

 

l 気象庁統計開始後、初めて台風が東北地方太平洋側から上陸するなど、台風が相

次いで接近・上陸した影響により、北海道及び東北地方において、集中豪雨が連

続で発生しました。 

l 特に、台風第１０号の影響により、岩手県岩泉町では小本川が氾濫し、高齢者利

用施設で９名が死亡し、要配慮者利用施設の避難対策が喫緊の課題となりました。 

l 平成２９年、国は、水防災意識社会再構築に向けた緊急行動計画をとりまとめる

とともに、水防法を改正し、災害リスクの高い区域における要配慮者利用施設の

避難確保計画作成の義務化といった対策を図りました。 

l しかしながら、平成２９年の水防法改正後も、令和２年７月豪雨では、前線の影

響により７県に大雨特別警報が出され、熊本県球磨村では球磨川と支流の小川の

合流部において氾濫が発生し、高齢者利用施設で１４名が死亡しました。 

l 令和３年、国は水防法を再び改正し、要配慮者利用施設の避難確保計画に基づく

訓練の実施報告を義務化するなど、要配慮者利用施設の避難対策のさらなる強化

を図りました。  
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（３）平成３０年７月豪雨（西日本豪雨） 

 

l 台風第７号や前線の影響により線状降水帯が発生し、１府１０県に特別警報が発

表されるなど、西日本を中心に広い範囲で記録的な大雨となり、河川の氾濫や土

砂災害による死者・行方不明者が２００名を超えました。 

l 国は、気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化、

逃げ遅れによる人的被害の発生といった状況

を踏まえ、行政主導の災害対策に限界があるも

のと捉え、住民は「自らの命は自らが守る」意

識を持ち、行政は、地域の災害リスクととるべ

き避難行動等の周知など住民が適切な避難行

動をとれるよう全力で支援する社会を目指す

こととしました。 

 

（４）令和元年東日本台風 

 

l 令和元年１０月、台風第１９号が大型で強い勢力のまま伊豆半島に上陸し、関東

地方を通過しました。記録的な大雨となり、１都１２県に特別警報が発表される

とともに、１４０箇所で堤防決壊（平成３０年７月豪雨では３７箇所）が発生す

るなど、河川洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害といった災害が複合的に発生し、

死者・行方不明者が１００名を超えました。 

l 国は、気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化、災害リスク・避難行動の理解促進、

大規模広域避難の実効性確保といった課題が顕在化したことを踏まえ、あらゆる

関係者が流域全体で総合的かつ多層的な水害対策を行えるよう、令和２年に水防

災意識社会再構築を一歩進めた「流域治水」を推進する考え方を示し、令和３年

に流域治水関連法を整備するとともに、災害対策基本法・災害救助法を改正しま

した。 

 

■被害状況 

 人的被害（人） 建物被害（棟） 

死者 行方不明者 負傷者 床上浸水 床下浸水 

(1) 20 0 82 2,523 13,259 

(2) 24 5 102 931 4,014 

(3) 237 8 433 7,173 21,296 

(4) 118 3 388 7,710 22,231 

※(4)については、令和元年台風第１９号通過後の２４日～２６日に発生した大雨に

よる被害も含む。  

広島県三原市 
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（３）平成３０年７月豪雨（西日本豪雨） 

 

l 台風第７号や前線の影響により線状降水帯が発生し、１府１０県に特別警報が発

表されるなど、西日本を中心に広い範囲で記録的な大雨となり、河川の氾濫や土

砂災害による死者・行方不明者が２００名を超えました。 

l 国は、気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化、

逃げ遅れによる人的被害の発生といった状況

を踏まえ、行政主導の災害対策に限界があるも

のと捉え、住民は「自らの命は自らが守る」意

識を持ち、行政は、地域の災害リスクととるべ

き避難行動等の周知など住民が適切な避難行

動をとれるよう全力で支援する社会を目指す

こととしました。 

 

（４）令和元年東日本台風 

 

l 令和元年１０月、台風第１９号が大型で強い勢力のまま伊豆半島に上陸し、関東

地方を通過しました。記録的な大雨となり、１都１２県に特別警報が発表される

とともに、１４０箇所で堤防決壊（平成３０年７月豪雨では３７箇所）が発生す

るなど、河川洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害といった災害が複合的に発生し、

死者・行方不明者が１００名を超えました。 

l 国は、気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化、災害リスク・避難行動の理解促進、

大規模広域避難の実効性確保といった課題が顕在化したことを踏まえ、あらゆる

関係者が流域全体で総合的かつ多層的な水害対策を行えるよう、令和２年に水防

災意識社会再構築を一歩進めた「流域治水」を推進する考え方を示し、令和３年

に流域治水関連法を整備するとともに、災害対策基本法・災害救助法を改正しま

した。 

 

■被害状況 

 人的被害（人） 建物被害（棟） 

死者 行方不明者 負傷者 床上浸水 床下浸水 

(1) 20 0 82 2,523 13,259 

(2) 24 5 102 931 4,014 

(3) 237 8 433 7,173 21,296 

(4) 118 3 388 7,710 22,231 

※(4)については、令和元年台風第１９号通過後の２４日～２６日に発生した大雨に

よる被害も含む。  

広島県三原市 

 

ピックアップ 「世界における近年の大規模風水害」 

海外においても大規模風水害が相次いで発生しています。２０２１年には、カナダの

バンクーバー港近郊で発生した大規模水害により、日本のファストフードチェーンがフ

ライドポテトの販売を一時制限する事態となりました。翌年、２０２２年にタイ東部で

発生した洪水は多くの養鶏場を襲い、日本の鶏肉の供給に大きな影響を与えることとな

りました。日本が経済的な影響を受けることもあり、海外の大規模風水害であっても決

して他人事ではありません。 

 

ハリケーン カトリーナ（アメリカ）２００５年８月 

 ハリケーン・カトリーナは、上陸時気圧が室戸台

風級の９１０ｈＰａ、最大風速が伊勢湾台風級の

７８ｍ／ｓと、日本に甚大な被害をもたらした台

風に匹敵する規模であり、死者推定１，３３０名、

行方不明者２，０９６名、負傷者１９，３００名と、

これまでアメリカ合衆国本土を襲ったハリケーン

の中で最も大きな被害をもたらしました。 

 ミシシッピ州では８ｍを超える高潮が発生し、多くの住宅が被災しました。ルイジア

ナ州ニューオーリンズ市では高潮により三つの主要な運河が破堤し、市内の約８０％が

冠水、浸水範囲は東西２０ｋｍ、南北１０ｋｍにも及びました。 

また、ルイジアナ州では、段階的な大規模・広域避難の事前計画により多くの人命が

助かることとなり、日本でも広域避難の検討が開始される契機となりました。 

 

台   風 ハイヤン（フィリピン）２０１３年１１月 

サイクロン イダイ（モザンビーク）２０１９年３月 

洪   水 豪雨・氷河融解による大規模洪水（パキスタン）２０２２年６月 

 台風ハイヤンは中心気圧８９５ｈＰａの勢力で

フィリピン中部のビサヤ地方を横断し、レイテ州

を中心に６，０００名以上の人命が犠牲となりま

した。高潮を主因として、建物や経済インフラ、ラ

イフラインにも大きな被害をもたらしました。 

モザンビークやパキスタンでも集中的な豪雨を

主因とした洪水等が町を襲い、多くの人命が失わ

れました。さらに、避難先の不衛生な環境や医療サ

ービスの制限等により、マラリア等の感染症の流

行も問題となりました。 

ニューオーリンズ市の航空写真 

 

 

 

 

 

 

 

洪水により自宅が被災し、棒と布でできた
シェルターで生活する女性（パキスタン） 
出典：Abdul Majeed, European Union 
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１ 近年の国の動向 

 近年、全国各地で大規模な風水害が相次いでおり、気候変動による影響も指摘されていま

す。国においては、激甚化・頻発化する風水害への対応を図るため、これまでの災害の教訓

やデジタル技術の革新等の社会情勢の変化などを踏まえ、以下に示したような考え方をとり

まとめた上で、水防法を始めとする法改正を行うとともに、ハード・ソフト一体となって防

災・減災対策に取り組んでいるところです。 

 

² 気候変動による影響を踏まえ、氾濫をできるだけ防ぐ・減らせるよう治水施設の整備

を進めること 

² 「施設の能力には限界があり、大規模な水害は発生する」、「行政主導の災害対策に限

界がある」との認識を持つこと 

² 治水能力を上回る氾濫が発生した場合においても、「少なくとも命を守り、社会経済

に対して壊滅的な被害が発生しない」ことを目標に、まちづくりや住まい方の工夫、

適時・適切な避難ができるような体制の充実といったあらゆる対策を進めていくこと 

² 住民が「自らの命は自らが守る」意識を持ち、行政は住民が適切な避難行動をとれる

よう全力で支援する社会を目指すこと 

 
国土交通省 中国地方整備局 三次河川国道事務所「江の川に関する防災情報」を基に名古屋市作成 

　堤防等を設計する規模（比較的発生頻度の高い）の降雨しか想定していない

今後 　想定し得る最大規模の降雨で、命を守ること（避難行動）の検討を実施

想定最大規模

命と財産を守るための施設設備 命を守ることを最重要課題として取り組む

水害対応の考え方（想定最大規模降雨への対応）

これまで

現況の堤防等の能力の規模 堤防等設計の計画の規模

命と財産を守るための施設設備

現況の堤防等の能力の規模 堤防等設計の計画の規模

大雨等の規模

大雨等の規模

第４章　風水害対策の現状  
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今後 　想定し得る最大規模の降雨で、命を守ること（避難行動）の検討を実施

想定最大規模

命と財産を守るための施設設備 命を守ることを最重要課題として取り組む

水害対応の考え方（想定最大規模降雨への対応）

これまで

現況の堤防等の能力の規模 堤防等設計の計画の規模
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第４章　風水害対策の現状  

 

（１）水防法の改正 

 

l 平成２７年の改正では、全国各地で大規模な風水害が相次いでいることから、新

たに「想定最大規模」の考え方を示し、洪水・内水氾濫・高潮について、浸水想

定区域指定制度やハザードマップの作成といったソフト対策等を推進することと

しました。 

l 平成２９年の改正では、平成２７年９月関東・東

北豪雨や平成２８年８月北海道・東北豪雨を受

け、ハード・ソフト対策を一体として、社会全体

で災害に備える「水防災意識社会の再構築」の考

え方を踏まえ、災害リスクの高い区域において、

要配慮者利用施設による避難確保計画の作成を

義務化するなど、円滑かつ迅速な避難確保によ

る逃げ遅れゼロの実現を目指す取組を推進する

こととしました。 

l 令和３年の改正では、令和元年東日本台風や令

和２年７月豪雨を受け、流域全体で行う総合的

かつ多層的な水災害対策を行う「流域治水」の考

え方を踏まえ、洪水等に対応したハザードマッ

プの作成を中小河川に拡大するなど、水害リス

ク情報の空白域を解消するための取組を推進す

ることとしました。 

 

（２）災害対策基本法の改正 

 

l 令和３年の改正では、令和元年東日本台風

など頻発する災害を受け、避難勧告・避難

指示を一本化するなど避難情報のあり方

を包括的に見直すとともに、広域避難に関

する規定の新設や、要配慮者対策として市

町村による個別避難計画作成の努力義務

化など、災害時における円滑かつ迅速な避

難の確保を図ることとしました。 

l さらに、国が災害対策本部を災害発生のおそれ段階で設置できるようにするとと

もに、非常災害対策本部の本部長の内閣総理大臣への変更や、防災担当大臣を本

部長とする特定災害対策本部の設置など、災害対応の実施体制の強化を図りまし

た。  

浸水によって９名が死亡した 
高齢者利用施設 

（岩手県岩泉町） 
（平成２８年８月北海道・東北豪雨） 
出典：内閣府「台風１０号による豪雨
災害への対応について」（総務省 消
防庁「第２２回地方公共団体の危機管
理に関する懇談会」） 

長野県長野市（令和元年東日本台風） 
出典：国土交通省「第２回国土の長期展望専
門委員会」 
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（３）災害救助法の改正 

 

l 平成３１年の改正では、災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、都道府県だ

けでなく、救助実施市に指定された政令指定都市が、自らの事務として被災者の

救助を行うことを可能にする制度を創設しました。 

l 令和３年の改正では、国において災害対策本部が設置された場合は、災害が発生

する前段階であっても災害救助法の適用を可能とし、救助実施市等が避難所の供

与を実施できるようにしました。 

 

（４）気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について 

～あらゆる関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～ 

（社会資本整備審議会答申、令和２年） 

 

l 平成２７年、国は報告書「新たなステージに対応した防災・減災のあり方」をと

りまとめ、「比較的発生頻度の高い降雨等」に対しては、施設によって防御するこ

とを基本とし、「それを超えるような降雨等」に対しては、施設では守りきれない

ことを認識し、「少なくとも命を守り、社会経済に対して壊滅的な被害が発生しな

い」ことを目標にするという考え方を新たに示しました。 

l さらに、同年、国は、平成２７年９月関東・東北豪雨における教訓も踏まえて「水

防災意識社会再構築ビジョン」を策定し、「施設の能力には限界があり、施設では

防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと社会の意識の変革を促し、社会全

体で常に水害に備えるという考え方を示しました。 

l 具体的には、住民等の行動につながるリスク情報の周知や事前の行動計画作成な

ど住民が主体的な避難をできるような「住民目線のソフト対策」について、ハー

ド対策と一体的・計画的に推進することとしました。 

l そして、現在、国は、「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について～あらゆ

る関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～」（社会資本整備審

議会答申、令和２年）を踏まえ、「流域治水」の取組を推進しています。 

l 「流域治水」とは、洪水防御の効果の高いハード対策と、命を守るための避難対

策等のソフト対策を組み合わせた取組を一歩進めて、流域全体で総合的かつ多層

的な水災害対策を行うものです。 

l 具体的には、気候変動による影響を踏まえ、河川整備や雨水排水施設等の整備な

ど氾濫をできるだけ防ぐための対策を加速化させることに加えて、安全なまちづ

くりの観点で立地適正化計画と防災との連携強化など被害対象を減少させるた

めの対策、マイ・タイムラインの推進や避難体制の強化など被害の軽減・早期復

旧・復興のための対策を、ハード・ソフト一体で多層的に進めていくものです。 

− 10 −



第
４
章風水

害
対
策
の
現
状

 

（３）災害救助法の改正 

 

l 平成３１年の改正では、災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、都道府県だ

けでなく、救助実施市に指定された政令指定都市が、自らの事務として被災者の

救助を行うことを可能にする制度を創設しました。 

l 令和３年の改正では、国において災害対策本部が設置された場合は、災害が発生

する前段階であっても災害救助法の適用を可能とし、救助実施市等が避難所の供

与を実施できるようにしました。 

 

（４）気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について 

～あらゆる関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～ 

（社会資本整備審議会答申、令和２年） 

 

l 平成２７年、国は報告書「新たなステージに対応した防災・減災のあり方」をと

りまとめ、「比較的発生頻度の高い降雨等」に対しては、施設によって防御するこ

とを基本とし、「それを超えるような降雨等」に対しては、施設では守りきれない

ことを認識し、「少なくとも命を守り、社会経済に対して壊滅的な被害が発生しな

い」ことを目標にするという考え方を新たに示しました。 

l さらに、同年、国は、平成２７年９月関東・東北豪雨における教訓も踏まえて「水

防災意識社会再構築ビジョン」を策定し、「施設の能力には限界があり、施設では

防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと社会の意識の変革を促し、社会全

体で常に水害に備えるという考え方を示しました。 

l 具体的には、住民等の行動につながるリスク情報の周知や事前の行動計画作成な

ど住民が主体的な避難をできるような「住民目線のソフト対策」について、ハー

ド対策と一体的・計画的に推進することとしました。 

l そして、現在、国は、「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について～あらゆ

る関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～」（社会資本整備審

議会答申、令和２年）を踏まえ、「流域治水」の取組を推進しています。 

l 「流域治水」とは、洪水防御の効果の高いハード対策と、命を守るための避難対

策等のソフト対策を組み合わせた取組を一歩進めて、流域全体で総合的かつ多層

的な水災害対策を行うものです。 

l 具体的には、気候変動による影響を踏まえ、河川整備や雨水排水施設等の整備な

ど氾濫をできるだけ防ぐための対策を加速化させることに加えて、安全なまちづ

くりの観点で立地適正化計画と防災との連携強化など被害対象を減少させるた
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旧・復興のための対策を、ハード・ソフト一体で多層的に進めていくものです。 

 

 

l   ピックアップ 「気候変動と風水害対策」 
一般的には、気温の上昇に伴って、大気中に蓄えられる水蒸気の上限が増加するため、

一度の降雨でもたらされる降水量も増加します。気温の上昇傾向と合わせて、１時間降

水量が５０ｍｍ以上（非常に激しい雨）の発生回数も増加傾向となっています。地域気

象観測所（アメダス）１，３００地点あたりの統計によれば、最初の１０年間（１９７

６年～１９８５年）の平均は約２２６回でしたが、直近の１０年間（２０１３～２０２

２年）の平均は約３２８回と約１．５倍に増加しています。 

 

 

 

このような状況の中、国においては、

「水災害分野における気候変動適応策

のあり方について～災害リスク情報と

危機感を共有し、減災に取り組む社会へ

～」（社会資本整備審議会答申、平成２

７年）を踏まえ、ハード・ソフト一体と

なった防災・減災対策を推進すること

で、気候変動適応策に取り組んできたと

ころです。そして、「気候変動を踏まえ

た治水計画のあり方」（気候変動を踏ま

えた治水計画に係る技術検討会提言、令

和元年）を踏まえ、気候変動に適応した

治水計画への転換にも取り組み始めて

います。 

日本における大雨の発生頻度 
 出典：国土交通省 気象庁「気候変動監視レポート２０２２」 

 

国土交通省「地球温暖化に伴う気候変動が水関連
災害に及ぼす影響について」を基に名古屋市作成 

※折れ線（青色）は５年移動
平均値、直線（赤色）は長
期変化傾向（この期間の平
均的な変化傾向）を示す。 

河川流量の増加

高潮及び海岸浸食 洪水の増大及び土砂災害の激化

温室効果ガスの排出に伴い気温が上昇
気温の上昇に伴い海面水位が上昇

氷河や南極などの氷の溶解 海水の熱膨張 蒸発散量の増加

海面の上昇 台風の強度増加
降水量
の変化

豪雨の発生頻度
の増加
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２ 名古屋市のこれまでの取組 

 本市では、国の掲げる国土強靱化の取組を推進するための指針として、「名古屋市地域強

靱化計画」を策定し、そのアクションプランである「名古屋市災害対策実施計画」のほか、

総合的な治水対策の方針を示した「名古屋市総合排水計画」等の各種計画に基づき、災害対

策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

まちづくりとの整合を図りながら、それぞれの整備水準に応じた河川・下水道等の治水施

設整備を進めるなど都市基盤の整備に取り組むとともに、東日本大震災や平成２８年熊本地

震といった大規模災害の教訓を踏まえた災害対策本部の機能強化など災害対応力の向上、自

助・共助の重要性を鑑みた地域防災力や防災意識の向上に取り組んでいるところです。 

 

 

（１）名古屋市地域強靱化計画（令和２年１２月改定）による地域を挙げた災害対策の推進 

 

l 「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化

基本法」に基づく、国や愛知県、民間事業者等の関係者が総力を挙げて、本市を

強靱化するための計画として策定しました。 

l 令和２年１２月には、国における「国土強靱化基本計画」の見直しといった最新

の動向を踏まえ、本市における計画も改定しました。 

l 事前に備えるべき目標と起きてはならない最悪の事態を設定した上で、脆弱性評

価を行い、中長期の将来的な視点を含めた推進すべき施策の方針を示すとともに、

優先順位の高い取組については、「名古屋市災害対策実施計画」で事業として掲載

し、進行管理しています。 

l 中長期の将来的な視点を含めた推進すべき施策の方針として、治水施設の整備を

着実に進めるとともに、水害を考慮した建物づくりやまちづくり、市民・地域・

事業者の避難の促進など自助・共助・公助を組み合わせた流域全体での治水対策

を推進し、浸水被害の軽減を図ること、また、想定最大規模の降雨を前提として、

情報伝達や避難に関する対策の充実を図ることを掲げています。 
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価を行い、中長期の将来的な視点を含めた推進すべき施策の方針を示すとともに、
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着実に進めるとともに、水害を考慮した建物づくりやまちづくり、市民・地域・

事業者の避難の促進など自助・共助・公助を組み合わせた流域全体での治水対策

を推進し、浸水被害の軽減を図ること、また、想定最大規模の降雨を前提として、

情報伝達や避難に関する対策の充実を図ることを掲げています。 

 

（２）名古屋市災害対策実施計画（平成３１年３月策定）による本市災害対策事業の推進 

 

l 計画期間は令和５年度までの５年間で、本市の行う１８９事業について、１年ご

とに進捗状況を管理しながら、災害対策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

l 「災害による死者が発生しない」、「迅速な災害対応により被害が拡大しない」、

「助かった命が守られ、社会経済活動が早期に再開される」の三つの目指す姿を

掲げています。また、１８９事業について、「地域防災力の向上」、「災害対応力の

向上」、「災害に強い都市基盤の整備」、「防災意識の向上」の四つの方針に区分し、

事業の推進を図ってきました。 

l 平成２７年の水防法改正により「想定最大規模」の風水害という考え方が示され

た以降も、「治水施設整備のみでは対応が難しい想定最大規模の豪雨等に対しては、

事前の避難行動を促進するソフト対策が重要」との認識の下、ハザードマップの

作成、指定緊急避難場所の指定の見直し、広域避難の検討など、適切な避難行動

により命を守るための対策を推進してきました。 

 

（３）名古屋市総合排水計画（令和元年５月改定）による総合的な治水対策の推進 

 

l 計画期間はおおむね３０年間で、本市が管理する治水施設整備における全市的な目

標を定めるとともに、ソフト対策を含めた総合的な治水対策の方針を示した計画で

す。平成２８年の名古屋市地域強靱化計画策定等を踏まえて改定しました。 

l 様々な規模の降雨に対して、浸水被害を軽減することを目標に、治水整備の着実な

推進やまちづくり対策など総合的な治水対策を推進するとともに、想定最大規模の

降雨に対しても、市民の命を守ることを目標に、避難に役立つ情報提供の充実、避

難行動の促進など防災意識の向上や地域防災力の向上を一体となって推進してい

くこととしています。 

 

（４）名古屋市防災人材育成方針（令和４年３月策定）による防災の日常化の推進 

 

l 「防災の日常化による災害に強いまちづくり」を基本理念に、名古屋市役所が一丸

となって防災人材育成を推進していくための統一的な方針として策定しました。 

l 市民・事業者・市職員一人ひとりが、日頃から防災・減災を意識し、行動すること

が当たり前となる社会を構築することにより、災害に強いまち名古屋を実現するた

め、目指すべき姿や人材育成の方向性を示すとともに、目指すべき姿を実現するた

めの方策を掲げています。 

l 想定最大規模の災害を見据えて、公助の限界を前提に、被害の最小化を主眼とする

「減災」の考え方に基づき、住民避難を中心に「命を守る」ことを基本に、住民一

人ひとりの防災・減災意識を引き上げ、迅速かつ主体的に避難行動等をとれるよう

自助・共助への支援の強化を図ることとしました。  
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１ ハザードの概要 

本市では、平成２７年に改正された水防法に基づき、国や愛知県等が順次、公表した想定

最大規模の降雨による浸水想定区域等を踏まえ、令和４年６月に新たなハザードマップを公

表しました。 

 

（１）洪水 

 

 国や愛知県は、１，０００年に１度程度の降雨による浸水の

想定を河川ごとに行いました。本市では、各河川の浸水想定等

を重ね合わせてハザードマップを作成しました。 

また、国においては、令和元年東日本台風等における教訓を

踏まえ、令和３年に水防法を再び改正し、ハザードマップの作

成を中小河川に拡大するなど、水害リスク情報の空白地帯の

解消を目指した取組に着手したところです。 

 

  

区  分 想定降雨量 

国 

庄内川 578mm/24h 

矢田川 578mm/24h 

木曽川 527mm/48h 

愛 
 
 
知 
 
 
県 

新 川 751mm/24h 

五条川 
上流 815mm/24h 

下流 736mm/24h 

大山川 815mm/24h 

日光川 713mm/24h 

蟹江川 836mm/24h 

福田川 836mm/24h 

香流川 836mm/24h 

矢田川 735mm/24h 

天白川 774mm/24h 

扇 川 836mm/24h 

内津川 836mm/24h 

山崎川 836mm/24h 

八田川 836mm/24h 

洪水ハザードマップの浸水分布図 

洪水ハザードマップの浸水継続時間分布図 

凡例 

 家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸浸食) 

 家屋倒壊等氾濫想定区域(氾濫流) 

 

第５章　想定される風水害の様相 
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 家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸浸食) 
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第５章　想定される風水害の様相 

 

 

（２）内水氾濫 

 

 本市では、１，０００年に１度程度の降雨（１５６ｍｍ／ｈ、８３６ｍｍ／２４ｈ）が本

市全体にあった場合における浸水の想定を行いました。 

 なお、東海豪雨の際に名古屋気象台で記録した過去最大の観測雨量（９７ｍｍ／ｈ、５３

４．５ｍｍ／２４ｈ）の１．５倍以上の降雨を想定しています。 

 

 

 

（３）高潮 

 

 愛知県は、既往最大規模の台風が、満潮時に潮位偏差が最大となる経路を通過した場合に

おける浸水の想定を行いました。室戸台風級の中心気圧（９１０ｈＰａ）、伊勢湾台風級の

移動速度（７３ｋｍ／ｈ）と半径（７５ｋｍ）を想定していますが、室戸台風級の台風の発

生確率が５００年～数千年に１度程度とされており、さらに、伊勢湾・三河湾に来襲し、満

潮時に潮位偏差が最大となる経路を通過する場合の確率は、より低いものとなります。 

内水氾濫ハザードマップの浸水分布図 内水氾濫ハザードマップの浸水継続時間分布図 

高潮ハザードマップの浸水継続時間分布図 高潮ハザードマップの浸水分布図 
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２ 想定される被害の様相 

 
l 市内では、浸水地域(０．５ｍ以上)は洪水で約４割、内水氾濫で約３割、高

潮で約４割と広範囲に影響が生じる可能性がある。また、浸水が長期化する

地域(３日以上)は、洪水・高潮では約２割に上り、影響が長期化する地域が

ある。 

l 浸水が継続する地域は、地形条件により大きく異なり、一時的に孤立する地

域や長期的に湛水する地域があり、長期的に湛水する地域では多くの孤立者

が発生する可能性がある。 

l 浸水地域ではライフラインが使用できない可能性が高いほか、浸水地域以外

においてもライフラインが使用できない可能性があり、生活環境が悪化する

可能性がある。 

l 浸水地域を中心に交通施設が利用できない可能性が高く、市民の移動手段が

制限される可能性がある。 

l 浸水地域が広範囲、かつ、浸水継続時間が長期間に及ぶことから、人的・建

物被害等の被害状況把握が難航する可能性がある。 

l 浸水地域が広範囲に及ぶことから、避難場所・避難所が不足する可能性があ

る。 

l 浸水地域が広範囲で建物被害も非常に多いことから、災害廃棄物が大量に発

生する可能性がある。 

l 浸水地域以外では、土砂災害等が生じる可能性がある。また、応急対策等に

あたり様々な拠点が設置される可能性がある。 

l 想定最大規模の風水害は、通常の対応力をはるかに超える被害が想定される

ため、様々な対策により被害を拡大させない対応が必要となる。 

l 平時、災害時ともに行政の対応が重要であるが、被害の最小化にあたって

は、市民一人ひとりの適切な行動が必要なほか、迅速な応急対策及び復旧に

は様々な関係機関との連携も必要になる。 

＜想定される課題＞ 

l 大規模かつ広域的な浸水による逃げ遅れの発生 

l 防災拠点やライフライン等の機能停止による応急対策等への支障 

l 甚大な浸水被害に伴う避難生活の長期化         など 
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l 市内では、浸水地域(０．５ｍ以上)は洪水で約４割、内水氾濫で約３割、高

潮で約４割と広範囲に影響が生じる可能性がある。また、浸水が長期化する

地域(３日以上)は、洪水・高潮では約２割に上り、影響が長期化する地域が

ある。 

l 浸水が継続する地域は、地形条件により大きく異なり、一時的に孤立する地

域や長期的に湛水する地域があり、長期的に湛水する地域では多くの孤立者

が発生する可能性がある。 

l 浸水地域ではライフラインが使用できない可能性が高いほか、浸水地域以外

においてもライフラインが使用できない可能性があり、生活環境が悪化する

可能性がある。 

l 浸水地域を中心に交通施設が利用できない可能性が高く、市民の移動手段が

制限される可能性がある。 

l 浸水地域が広範囲、かつ、浸水継続時間が長期間に及ぶことから、人的・建

物被害等の被害状況把握が難航する可能性がある。 

l 浸水地域が広範囲に及ぶことから、避難場所・避難所が不足する可能性があ

る。 

l 浸水地域が広範囲で建物被害も非常に多いことから、災害廃棄物が大量に発

生する可能性がある。 

l 浸水地域以外では、土砂災害等が生じる可能性がある。また、応急対策等に

あたり様々な拠点が設置される可能性がある。 

l 想定最大規模の風水害は、通常の対応力をはるかに超える被害が想定される

ため、様々な対策により被害を拡大させない対応が必要となる。 

l 平時、災害時ともに行政の対応が重要であるが、被害の最小化にあたって

は、市民一人ひとりの適切な行動が必要なほか、迅速な応急対策及び復旧に

は様々な関係機関との連携も必要になる。 

＜想定される課題＞ 

l 大規模かつ広域的な浸水による逃げ遅れの発生 

l 防災拠点やライフライン等の機能停止による応急対策等への支障 

l 甚大な浸水被害に伴う避難生活の長期化         など 

 

 

 

 

l 防災拠点機能確保、迅速な応急対策 

l 都市機能の回復、生活再建 

 

l 自助・共助・公助による避難対策 

l 近年の教訓、新たな避難の考え方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

伊勢湾台風・東海豪雨等を踏まえたハード・ソフト一体となった災害対策の推進 

＜「想定最大規模」の風水害への対応＞ 

l 全国各地で風水害の激甚化・頻発化 

l 平成２７年水防法改正 

「想定最大規模」の風水害に対応した新たなハザードマップの公表 

新たなハザードマップを踏まえ具体的な被害の様相を明らかにする被害想定の算出 

＜災害対策に係る近年の動向＞ 

l 平成２７年水防法改正以降も毎年のよ

うに相次ぐ大規模風水害 

l 国による気候変動等を踏まえた災害対

策の見直し 

命を守る 社会経済被害の最小化 

方針１ 

「命を守る」ための避難対策の強化 

 

方針２ 

防災拠点機能の確保と 

災害対応力の強化 

被害想定を踏まえた市民、地域、行政を取り巻く状況等（シナリオ）の分析 

「想定最大規模」の風水害を見据えて今後より一層取り組むべき施策 

対応方針 

現状・課題の整理 
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国の動向等を踏まえつつ、整備計画に基づく治水施設整備を着実に推進するとともに、治

水施設のみでの対応には限界があることから、施設では防ぎきれない水害は必ず発生すると

いう認識のもと、整備水準を超えるような水害に対しては、命を守り、被害を最小化するこ

とを目指し、自助・共助・公助を組み合わせた総合的な対策を実施していくことが必要です。 

本市のこれまでの考え方を踏襲し、総合的かつ計画的に災害対策を着実に進めていくとと

もに、対応方針では、「想定最大規模」の風水害を見据え、新たに明らかにした被害の様相

等を踏まえて現状及び課題を整理し、逃げ遅れゼロの実現を目指す「『命を守る』ための避

難対策の強化」や、迅速な応急対策等による被害の最小化を目指す「防災拠点機能の確保と

災害対応力の強化」を、本市が重点的に取り組むべき施策としてとりまとめました。 

 なお、具体的な対策については、名古屋市災害対策実施計画に盛り込み、総合的かつ計画

的に対応方針の実現を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

  

方針２　 防災拠点機能の確保と災害対応力の強化 
 

（目指す姿）迅速な応急対策等による被害の最小化 

 

l 防災拠点の機能を確保した上で、災害対策本部・区本部等が最大限の力を発揮で

き、迅速な応急対策を行うことで、被害を最小化できる。 

l 行政として、必要な業務の継続体制を確保した上で、都市機能を速やかに回復させ

るとともに、市民の生活再建を支援できる。 

方針１ 「命を守る」ための避難対策の強化  
 

（目指す姿）逃げ遅れゼロの実現 

 

l 市民及び事業者が、災害リスクや防災情報、避難行動等について理解し、自宅や職

場、地域における事前の備えを行うことで、大規模風水害時においても適時、適切

な避難を行うことができる。 

l 行政として、大規模風水害時においても、円滑かつ迅速な情報収集及び適時、適切

な避難情報等の発信がなされ、市民及び事業者に的確な情報伝達ができる。 

第６章　将来を見据えた対応方針と重点的に取り組むべき施策  
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とを目指し、自助・共助・公助を組み合わせた総合的な対策を実施していくことが必要です。 

本市のこれまでの考え方を踏襲し、総合的かつ計画的に災害対策を着実に進めていくとと

もに、対応方針では、「想定最大規模」の風水害を見据え、新たに明らかにした被害の様相

等を踏まえて現状及び課題を整理し、逃げ遅れゼロの実現を目指す「『命を守る』ための避

難対策の強化」や、迅速な応急対策等による被害の最小化を目指す「防災拠点機能の確保と

災害対応力の強化」を、本市が重点的に取り組むべき施策としてとりまとめました。 

 なお、具体的な対策については、名古屋市災害対策実施計画に盛り込み、総合的かつ計画

的に対応方針の実現を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

  

方針２　 防災拠点機能の確保と災害対応力の強化 
 

（目指す姿）迅速な応急対策等による被害の最小化 

 

l 防災拠点の機能を確保した上で、災害対策本部・区本部等が最大限の力を発揮で

き、迅速な応急対策を行うことで、被害を最小化できる。 

l 行政として、必要な業務の継続体制を確保した上で、都市機能を速やかに回復させ

るとともに、市民の生活再建を支援できる。 

方針１ 「命を守る」ための避難対策の強化  
 

（目指す姿）逃げ遅れゼロの実現 

 

l 市民及び事業者が、災害リスクや防災情報、避難行動等について理解し、自宅や職

場、地域における事前の備えを行うことで、大規模風水害時においても適時、適切

な避難を行うことができる。 

l 行政として、大規模風水害時においても、円滑かつ迅速な情報収集及び適時、適切

な避難情報等の発信がなされ、市民及び事業者に的確な情報伝達ができる。 

第６章　将来を見据えた対応方針と重点的に取り組むべき施策  

 

方針１ 

 

「命を守る」ための避難対策の強化 

 

 
施策① 「自らの命を自ら守る」ための事前の備えの推進 

施策② 地域における災害の特性を踏まえた防災活動の推進 

施策③ 行政による防災情報の発信・伝達の強化 

施策④ 災害リスクに応じた多様な避難行動の推進 

施策⑤ 要配慮者の避難対策の強化 
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施策① 「自らの命を自ら守る」ための事前の備えの推進 
 

近年の大規模風水害において、逃げ遅れによる人的被害の発生が相次いでいます。平成３

０年７月豪雨では、岡山県倉敷市の真備地区における浸水区域がハザードマップとほぼ重な

っていたにも関わらず、逃げ遅れによって５１名が亡くなりました。また、令和元年東日本

台風では、屋外で亡くなった５０名のうち、半数を超える２７名が自動車での移動中という

状況でした。 

逃げ遅れをなくし、「自らの命を自ら守る」ためには、自宅周辺等の災害リスクを事前に

把握し、より早い段階での避難や適切な移動手段の選択など、避難行動についてあらかじめ

考えておくことが非常に重要です。 

 

 

■岡山県倉敷市真備地区における浸水区域（平成３０年７月豪雨）とハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実際の浸水地域（推定） 
出典：国土交通省 国土地理院 
「平成３０年７月豪雨による倉敷市
真備町周辺浸水推定断彩図」 

ハザードマップ 
（岡山県倉敷市 平成２９年作成）

出典：国土交通省 中国地方整備局 高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所 
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近年の大規模風水害において、逃げ遅れによる人的被害の発生が相次いでいます。平成３

０年７月豪雨では、岡山県倉敷市の真備地区における浸水区域がハザードマップとほぼ重な

っていたにも関わらず、逃げ遅れによって５１名が亡くなりました。また、令和元年東日本

台風では、屋外で亡くなった５０名のうち、半数を超える２７名が自動車での移動中という

状況でした。 

逃げ遅れをなくし、「自らの命を自ら守る」ためには、自宅周辺等の災害リスクを事前に

把握し、より早い段階での避難や適切な移動手段の選択など、避難行動についてあらかじめ

考えておくことが非常に重要です。 

 

 

■岡山県倉敷市真備地区における浸水区域（平成３０年７月豪雨）とハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実際の浸水地域（推定） 
出典：国土交通省 国土地理院 
「平成３０年７月豪雨による倉敷市
真備町周辺浸水推定断彩図」 

ハザードマップ 
（岡山県倉敷市 平成２９年作成）

出典：国土交通省 中国地方整備局 高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所 

 

＜現状と課題＞ 

 

本市は、令和４年６月、想定最大規模の風水害に対

応した新たなハザードマップを、防災情報や日頃から

の備えなどをまとめた「防災ガイドブック」、災害が迫

ったとき、命を守るためにどう行動するのかを時系列

にまとめておく「わが家のマイ・タイムライン」と併せ

て公表しました。 

新たなハザードマップについては、初めて高潮を対

象とするとともに、風水害における新たなリスクとし

て、浸水継続時間や家屋倒壊等氾濫想定区域が示され

たことが特徴です。 

しかしながら、本市が令和５年５月に実施した「大規模風水害時における市民の避難に関

するアンケート調査」（以下、「令和５年５月アンケート」という。）では、新たなハザード

マップについて、内容を確認して理解したと回答した方は５８．６％となっています。 

また、想定最大規模の風水害を踏まえた被害想定の算出を行い、多数の孤立者の発生、浸

水想定区域外を含めた大規模なライフラインの途絶といった新たな被害の様相も明らかと

なってきたことから、時系列かつ視覚的に風水害時における被害

の様相を伝えられるよう「風水害リスクシナリオ」をとりまとめ

ました。これは、浸水の想定だけでなく、大規模風水害時に起こ

り得る状況も踏まえた上で、市民一人ひとりがそれぞれの取り巻

く状況に応じて何をすべきか考えるツールとして活用していただ

くものです。 

今後は、市民や事業者が、災害リスクや防災情報、避難行動等

について理解し、自宅や職場、地域における事前の備えを行うこ

とで、大規模風水害時においても適時、適切な避難を行うことが

できるよう取り組んでいくことが重要です。取組にあたっては、

中長期的な防災・減災意識の変革を視野に次世代を担う子どもた

ちをターゲットにするなど、防災啓発をきめ細かに推

進していくことも必要です。 

また、民間事業者も含めた雨水貯留浸透施設の整備

など氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策や、災

害リスクを考慮した居住の誘導など被害対象を減少

させるための対策など、中長期的な視点のもと、まち

づくりと連携した流域治水にも取り組んでいかなけ

ればなりません。  

防災教育の様子（名古屋市） 

「ハザードマップの内容について」 
令和５年５月アンケート 
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■名古屋市の人口から見る防災 

 

令和２年国勢調査では、本市の常住人口（夜間人

口）約２３３万人に対し、昼間人口は約２６１万人

と、約２８万人の流入超過となりました。半数以上

の事業者が、自社の地域のハザードマップを見たこ

とがないという実態もあることから、日中の大半を

本市で過ごす市外の方に対する災害リスクのさらな

る周知・啓発が必要です。 

また、伊勢湾台風の発生から６０年を超える年月

が経過し、体験者の高齢化が進んでいます。令和４

年１０月時点で、伊勢湾台風発生当時に生まれてい

ない人口の割合は７０％を超えています。東海豪雨

の発生からも２０年以上経過していることから、今

後、災害の記憶の風化がますます懸念されます。 

ピックアップ 「ハザードマップと避難行動」 
内閣府による令和元年東日本台風の被災自治体の住民ウェブアンケートによると、

災害リスクのある地域で、ハザードマップ等を見たことがある住民のうち、何らかの

避難行動を行った住民は４３．５％でしたが、ハザードマップ等を見たことがない住

民のうち、何らかの避難行動を行った住民は１６．４％となっています。 

本市が実施した「令和５年５月アンケート」では、「あなたが、平常時に大雨、台風

に備えて取り組んでいることはなんですか。」という問いに対して、ハザードマップ

の内容を確認し理解したと回答した方では、９０％以上が何かしらの備えをしている

と回答したのに対し、ハザードマップの内容を確認していないと回答した方では、３

０％以上が取り組んでいることはないと回答しています。 

ハザードマップの認知度と避難行動、日頃の備えに相関性が見られることからも、

災害リスク等のより一層の周知・啓発が重要です。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

内閣府「令和元年台風第１９号等による災害からの避難に関するワーキンググループ」資料を基に 
名古屋市作成

名古屋市の人口推移（伊勢湾台風） 

名古屋市の常住人口・昼間人口等の推移 

（参考） 
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ピックアップ 「ハザードマップと避難行動」 
内閣府による令和元年東日本台風の被災自治体の住民ウェブアンケートによると、

災害リスクのある地域で、ハザードマップ等を見たことがある住民のうち、何らかの

避難行動を行った住民は４３．５％でしたが、ハザードマップ等を見たことがない住

民のうち、何らかの避難行動を行った住民は１６．４％となっています。 

本市が実施した「令和５年５月アンケート」では、「あなたが、平常時に大雨、台風

に備えて取り組んでいることはなんですか。」という問いに対して、ハザードマップ

の内容を確認し理解したと回答した方では、９０％以上が何かしらの備えをしている

と回答したのに対し、ハザードマップの内容を確認していないと回答した方では、３

０％以上が取り組んでいることはないと回答しています。 

ハザードマップの認知度と避難行動、日頃の備えに相関性が見られることからも、

災害リスク等のより一層の周知・啓発が重要です。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

内閣府「令和元年台風第１９号等による災害からの避難に関するワーキンググループ」資料を基に 
名古屋市作成

名古屋市の人口推移（伊勢湾台風） 

名古屋市の常住人口・昼間人口等の推移 

（参考） 

 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

災害リスク等 

の理解促進 

新たなハザードマップや風水害リスクシナリオの活用、マイ・タイム

ラインの作成支援等を通じて、どのようなタイミングでどこに逃げるの

かといった災害リスクに応じた避難行動の事前検討や、家庭内備蓄とい

った日頃の備えなど、市民一人ひとりが、風水害を「自分事」として捉

え、主体的な避難対策を実行してもらえるよう取り組んでいきます。 

特に、次世代を担う子どもたちに対して、ＩＣＴを活用した防災教育

のコンテンツの充実を図るとともに、家庭における防災意識の向上を図

るため、家庭の防災リーダーとして家庭での防災対策を率先して考え、

行動することができる子どもたちを育成していきます。 

さらに、事業者に対する防災啓発等を通じて、市外から本市に通勤・

通学する方に対する災害リスクの周知・啓発に取り組むとともに、事業

者による来所者・従業員の安全確保や被害拡大防止のための体制確保を

推進していくことで、職場における備蓄の強化や避難行動の検討、地域

における連携等を促し、事業者の防災力向上を図っていきます。 

港防災センター 

の機能強化 

これまで「防災を学ぶ入口」としての役割を果たしてきた港防災セン

ターについて、想定最大規模の風水害や南海トラフ地震の切迫度の上昇

を踏まえ、今後はより一層、伊勢湾台風や東海豪雨といった災害の記憶

と教訓を後世に伝えられる展示や、風水害を「自分事」として捉えても

らえるような体験展示を充実させるとともに、子どもや事業者、地域防

災活動の担い手といったあらゆる主体が防災の日常化に向けて、より実

践的な防災訓練や人材育成の研修等ができる総合的な防災啓発・人材育

成の拠点施設としての役割を果たせるよう、機能強化に向けてあり方の

検討を進めていきます。 

まちづくりの 

視点による 

防災対策の推進 

流域治水について、流域の自治体や関係機関等のあらゆる関係者と連

携して取り組んでいきます。流域治水の取組の中でも、中長期的な視点、

まちづくりの視点を取り入れた対策として、雨水流出抑制について、公

共施設だけでなく、民間施設においても、市民・事業者に対する周知・

啓発や助成、都市開発諸制度等を活用した取組を推進することで、氾濫

をできるだけ防ぐ・減らすための対策を進めていきます。また、なごや

集約連携型まちづくりプラン（立地適正化計画）において、災害リスク

を考慮した居住誘導区域の設定や、本市独自の「要安全配慮区域」の設

定により安全に配慮した居住方法の理解促進を図るなど、被害対象を減

少させるための対策を進めていきます。 
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ピックアップ 「地域防災活動で逃げ遅れゼロ」
愛媛県大洲市の三善地区は、昔から肱川の

氾濫に悩まされてきた地域です。平成１７年

度に自主防災組織を結成し、平成２７年度に

地区防災計画を策定するなど、自主的な防災

活動が積極的に行われてきました。 

平成２８年度には、内閣府による災害・避

難カードモデル地区に採択され、地区内でも

地域によって避難行動が異なることから、８

班に分かれて、計３回のワークショップを行

い、地域住民が主体となって避難について話

し合いました。 

平成２９年度には、地域主導でワークショ

ップを行い、気に掛ける人などを決めるとと

もに、災害・避難カードを各世帯へ周知しま

した。 

平成３０年７月豪雨では、肱川が氾濫しま

したが、実際に災害・避難カードを活用した

避難が行われ、死者はゼロであり、地域防災

活動の重要性が再認識されました。 

施策②　地域における災害の特性を踏まえた防災活動の推進 
 

大規模風水害時における地域での助け合いは重要です。平成３０年７月豪雨における愛媛

県大洲市の事例など、地域における日頃の防災活動や災害時に声を掛け合うことによる避難

の成功事例はいくつもあります。また、平成３０年７月豪雨や令和元年東日本台風の被災地

における住民アンケートでは、周囲からの声掛けをきっかけに避難を開始した方は約３０％

という結果もあります。大規模風水害時における行政による対応の限界も踏まえると、逃げ

遅れをなくし、命を守るためには、地域住民や事業者等が連携して、日頃より地域における

災害の特性に応じた防災活動の推進を図ることが非常に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三善地区での話合いの様子 
出典：国土交通省 四国地方整備局 

三善地区の「災害・避難カード」 
出典：内閣府「平成３０年７月豪雨による水
害・土砂災害からの避難に関するワーキング
グループ」 
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活動が積極的に行われてきました。 
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難カードモデル地区に採択され、地区内でも

地域によって避難行動が異なることから、８

班に分かれて、計３回のワークショップを行

い、地域住民が主体となって避難について話

し合いました。 

平成２９年度には、地域主導でワークショ

ップを行い、気に掛ける人などを決めるとと

もに、災害・避難カードを各世帯へ周知しま

した。 

平成３０年７月豪雨では、肱川が氾濫しま

したが、実際に災害・避難カードを活用した

避難が行われ、死者はゼロであり、地域防災

活動の重要性が再認識されました。 

施策②　地域における災害の特性を踏まえた防災活動の推進 
 

大規模風水害時における地域での助け合いは重要です。平成３０年７月豪雨における愛媛

県大洲市の事例など、地域における日頃の防災活動や災害時に声を掛け合うことによる避難

の成功事例はいくつもあります。また、平成３０年７月豪雨や令和元年東日本台風の被災地

における住民アンケートでは、周囲からの声掛けをきっかけに避難を開始した方は約３０％

という結果もあります。大規模風水害時における行政による対応の限界も踏まえると、逃げ

遅れをなくし、命を守るためには、地域住民や事業者等が連携して、日頃より地域における

災害の特性に応じた防災活動の推進を図ることが非常に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三善地区での話合いの様子 
出典：国土交通省 四国地方整備局 

三善地区の「災害・避難カード」 
出典：内閣府「平成３０年７月豪雨による水
害・土砂災害からの避難に関するワーキング
グループ」 

 

＜現状と課題＞ 

 

国では少子化・高齢化に伴う人口構造

の変化が課題となっており、本市におい

ても、人口に占める６５歳以上の高齢者

の割合が、令和元年には２５％を超え、以

降も増加の一途をたどっており、同様の

課題を抱えています。さらに、世帯に着目

した場合においても、高齢者のみの世帯、

高齢単身世帯が増加傾向にあり、今後も

高齢化と合わせて進んでいくものと考え

られています。 

また、本市では、伊勢湾台風の教訓を踏

まえ、昭和３５年に本市独自の制度とし

て、「災害対策委員」を設置しました。地

域の実情に詳しい区政協力委員に災害対

策委員を兼務いただき、災害時のみなら

ず日頃より市民と行政との橋渡し役を担

っていただくことで、長年にわたって地

域防災力の向上に寄与していただいてき

ました。しかしながら、災害対策委員の平

均年齢が６５歳となるなど、高齢の方が

多くなっています。 

さらに、本市における町内会・自治会へ

の加入率は年々低下し、特に、若い世代に

おける加入率が低くなるなど、地域コミ

ュニティの希薄化が課題となっていま

す。本市が令和４年１０月に実施した防

災に関するネット・モニターアンケート

では、近隣住民と顔の見える関係をつく

っている方は１８．３％、地域の防災に関

する話合いなどに参加している方は１

３％となっており、地域における防災活

動のさらなる強化が必要です。  

出典：名古屋市「令和２年国勢調査 人口等基本
集計結果について」 

20代, 0.2% 30代, 2.5% 40代, 7.5%

50代, 13.5%

60代, 32.6%

70代, 43.7%

災害対策委員年代別構成比(令和4年)

平均年齢

65.3歳

名古屋市 年齢別人口推移 

災害対策委員 年代別構成比（令和４年） 

名古屋市 町内会・自治会加入率の推移 
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 災害時に配慮や支援を要する方

の避難対策が課題となっており、

災害時における地域での助け合い

の重要性が高まっています。しか

しながら、高齢化や地域コミュニ

ティの希薄化等に伴い、地域での

助け合いが機能しない懸念も生じ

ています。 

 今後は、幅広い世代の方など地

域の防災活動に参加・協力できる

方のすそ野を広げるとともに、地

域における学校や事業所、ボラン

ティア団体等のあらゆる主体が連

携を強化することで、地域におけ

る防災活動を推進していくことが

重要です。 

また、浸水深や浸水継続時間と

いった災害リスク、避難場所の分

布や避難経路の危険箇所など、風

水害は被害の様相が地域によって

大きく異なることから、地域にお

ける災害の特性を踏まえた防災活

動をきめ細かに行っていく必要が

あります。 

 

 

■身近な場所で想定浸水深（洪水）を周知 

 

 

 

 

 

 

 

「あなたが、平常時に大雨、台風に備えて取り組んでいる
ことはなんですか。」令和５年５月アンケート 

「お住まいの地域で行われている防災訓練などに参加し
たことはありますか。」 
名古屋市公式ＬＩＮＥによるアンケート（令和５年４月） 

郵便ポスト 
（名古屋市西区） 

電柱 
（名古屋市天白区） 
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の重要性が高まっています。しか

しながら、高齢化や地域コミュニ

ティの希薄化等に伴い、地域での

助け合いが機能しない懸念も生じ

ています。 

 今後は、幅広い世代の方など地

域の防災活動に参加・協力できる

方のすそ野を広げるとともに、地

域における学校や事業所、ボラン

ティア団体等のあらゆる主体が連

携を強化することで、地域におけ

る防災活動を推進していくことが

重要です。 

また、浸水深や浸水継続時間と

いった災害リスク、避難場所の分

布や避難経路の危険箇所など、風

水害は被害の様相が地域によって

大きく異なることから、地域にお

ける災害の特性を踏まえた防災活

動をきめ細かに行っていく必要が

あります。 

 

 

■身近な場所で想定浸水深（洪水）を周知 

 

 

 

 

 

 

 

「あなたが、平常時に大雨、台風に備えて取り組んでいる
ことはなんですか。」令和５年５月アンケート 

「お住まいの地域で行われている防災訓練などに参加し
たことはありますか。」 
名古屋市公式ＬＩＮＥによるアンケート（令和５年４月） 

郵便ポスト 
（名古屋市西区） 

電柱 
（名古屋市天白区） 

 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

地域特性等を踏まえた 

きめ細かな 

防災活動の推進 

大規模風水害における被害の様相が地域によって大きく異な

ることから、地形や災害リスク等の地域特性や地域における防災

活動の状況など、地域防災に関する各種情報を整理した「地区防

災カルテ」を活用し、地域における課題を話し合い、避難行動計

画の作成やテーマを設定した防災訓練を実施するなど、よりきめ

細かで継続性を持った防災活動を推進していきます。 

また、地域における支援協力体制づくりについて、地域と事業

所で避難場所や資機材の提供等を内容とする覚書等の締結や自

主防災組織の活動支援、地域における訓練など、地域において多

様な主体が連携した防災活動を推進していきます。 

地域防災活動における 

人材の育成及び確保 

災害対策委員を始めとするこれまで地域防災活動を担ってき

た地域防災リーダーはもとより、幅広い世代、様々な知見を持っ

ている方等へ風水害のリスクの周知や避難行動についての理解

促進を図り、地域における避難対策の底上げを推進します。 

さらに、地域における訓練にあたっては、災害救助地区本部や

自主防災組織の連携など、地域防災活動全体をイメージし、より

実践的な訓練を行うとともに、子どもたちが自ら通う学校の活用

やキャンプ・ピクニックなど楽しく学べる方法を取り入れるとい

った訓練の工夫によって、参加者のすそ野を広げるなど、地域防

災活動の活性化にも寄与していきます。 

 

防災イベントに参加する子どもたち（名古屋市）      地域における訓練の様子（名古屋市） 
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ピックアップ 「学区を越える避難」 
指定緊急避難場所は、居住する学区に関わらず、誰でも避難することが可能です。地

域によっては、災害リスクや避難経路、避難に要する時間等を踏まえ、隣接する学区に

ある指定緊急避難場所の方がより実効性のある避難が可能な場合もあります。 

地域において避難行動を検討する際、隣接する学区等への避難が想定される場合、学

区における市立小学校など指定緊急避難場所と指定避難所が同一の施設であることが多

い点も踏まえると、学区同士での事前の検討や協力体制の構築が重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜学区同士での検討事項の例＞ 

 

（１）地域における災害対応体制 

地域住民の安否の確認や避難の支援、地域における被害状況の確認など 

（２）指定避難所の運営体制 

  管理運営のための役割分担の見直しなど 

（３）行政等との連携体制 

  災害時における区役所や学区間での連絡体制、日頃の訓練など 
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指定緊急避難場所は、居住する学区に関わらず、誰でも避難することが可能です。地

域によっては、災害リスクや避難経路、避難に要する時間等を踏まえ、隣接する学区に

ある指定緊急避難場所の方がより実効性のある避難が可能な場合もあります。 

地域において避難行動を検討する際、隣接する学区等への避難が想定される場合、学

区における市立小学校など指定緊急避難場所と指定避難所が同一の施設であることが多

い点も踏まえると、学区同士での事前の検討や協力体制の構築が重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜学区同士での検討事項の例＞ 

 

（１）地域における災害対応体制 

地域住民の安否の確認や避難の支援、地域における被害状況の確認など 

（２）指定避難所の運営体制 

  管理運営のための役割分担の見直しなど 

（３）行政等との連携体制 

  災害時における区役所や学区間での連絡体制、日頃の訓練など 

 

施策③　行政による防災情報の発信・伝達の強化 
 

 風水害が発生するおそれのあるときには、避難までのリードタイムがあるうちに、安全な

場所へ移動することが重要です。平成３０年７月豪雨や令和元年東日本台風の被災地では、

周囲からの声掛けが避難のきっかけとなっていましたが、屋外避難がかえって危険な場合も

あり、声掛けは適切なタイミングで行う必要があります。市民一人ひとりが主体的に気象情

報や避難情報といった各種防災情報を収集し、行動することで、一人も逃げ遅れることのな

い適時・適切な避難を実現することができます。 

行政においては、市民一人ひとりが主体的な避難行動をとれるよう、気象情報、被害情報

といった各種情報を迅速、的確に収集、処理の上、適時・適切に避難情報を発令・発信し、

確実な情報伝達を行うことができるよう、さらなる取組を推進していかなければなりません。 

 

 

 

 

出典：内閣府・総務省消防庁「新たな避難情報に関するポスター・チラシ」 

出典：名古屋市「あなたの街の洪水・内水ハザードマップ」 
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＜現状と課題＞ 

 

近年の大規模風水害における教訓を踏まえ、国においては、災害対策基本法の改正や避

難情報に関するガイドラインの見直しを行い、避難勧告・避難指示の一本化、警戒レベル

やキキクルの導入など、わかりやすい避難情報や防災気象情報の発信のための改善を続け

ています。 

 本市では、東海豪雨における教訓を踏まえ、同報無線の整備を行い、現在では、屋外ス

ピーカーの高性能化や増設等によって、市内全域にサイレン・音声による情報伝達が可能

となるよう充実が図られています。さらに、テレビ・ラジオとの連携、携帯電話等への緊

急速報メールによるプッシュ通知、アプリ・ＳＮＳや民間サービスの活用など、情報伝達

手段の多様化に取り組んできました。 

本市は、これまでもわかりやすい防災情報の発信や情報伝達手段の多様化に取り組んで

きたところですが、防災分野においてもＩＣＴの活用の推進が図られており、今後も引き

続き、急速なスピードかつ柔軟に変化するデジタル技術の進展に、随時、対応を図ってい

くことが必要です。 

さらに、想定最大規模の風水害を踏まえた被害想定を算出し、停電や通信の途絶といっ

た被害の様相が明らかになったことも踏まえ、情報伝達手段の多様化に取り組んでいく必

要もあります。 

また、適時・適切に避難情報を発令・発信するた

めには、職員一人ひとりの災害対応業務の能力向

上を図る必要があります。特に、ＩＣＴの活用の推

進の観点において、職員一人ひとりがデジタル化

の技術進展に適応し、最適化・高度化された災害対

応ができるよう取り組んでいかなければなりませ

ん。 

 

  

■「あなたは、避難を開始するきっ

かけとして、最も重視するのはど

れですか。」 

令和５年５月アンケート 

 

本市が実施した「令和５年５月ア

ンケート」では、避難を開始するき

っかけとして、約４分の３にあたる

市民の方が、行政から発信される気

象情報や避難情報を重視している

と回答しています。 

災害現場をドローンで撮影（名古屋市守山区） 
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＜現状と課題＞ 

 

近年の大規模風水害における教訓を踏まえ、国においては、災害対策基本法の改正や避

難情報に関するガイドラインの見直しを行い、避難勧告・避難指示の一本化、警戒レベル

やキキクルの導入など、わかりやすい避難情報や防災気象情報の発信のための改善を続け

ています。 

 本市では、東海豪雨における教訓を踏まえ、同報無線の整備を行い、現在では、屋外ス

ピーカーの高性能化や増設等によって、市内全域にサイレン・音声による情報伝達が可能

となるよう充実が図られています。さらに、テレビ・ラジオとの連携、携帯電話等への緊

急速報メールによるプッシュ通知、アプリ・ＳＮＳや民間サービスの活用など、情報伝達

手段の多様化に取り組んできました。 

本市は、これまでもわかりやすい防災情報の発信や情報伝達手段の多様化に取り組んで

きたところですが、防災分野においてもＩＣＴの活用の推進が図られており、今後も引き

続き、急速なスピードかつ柔軟に変化するデジタル技術の進展に、随時、対応を図ってい

くことが必要です。 

さらに、想定最大規模の風水害を踏まえた被害想定を算出し、停電や通信の途絶といっ

た被害の様相が明らかになったことも踏まえ、情報伝達手段の多様化に取り組んでいく必

要もあります。 

また、適時・適切に避難情報を発令・発信するた

めには、職員一人ひとりの災害対応業務の能力向

上を図る必要があります。特に、ＩＣＴの活用の推

進の観点において、職員一人ひとりがデジタル化

の技術進展に適応し、最適化・高度化された災害対

応ができるよう取り組んでいかなければなりませ

ん。 

 

  

■「あなたは、避難を開始するきっ

かけとして、最も重視するのはど

れですか。」 

令和５年５月アンケート 

 

本市が実施した「令和５年５月ア

ンケート」では、避難を開始するき

っかけとして、約４分の３にあたる

市民の方が、行政から発信される気

象情報や避難情報を重視している

と回答しています。 

災害現場をドローンで撮影（名古屋市守山区） 

 

ピックアップ  「スマートフォンの普及」  

令和４年には、スマートフォンを保有し

ている世帯の割合が９０％を超えました。

個人の割合でも７７．３％と伸びていま

す。「いち早く世の中のできごとや動きを

知る」ために、「インターネット」が最も

利用されていることからも、情報伝達手段

として、ＩＣＴの活用のさらなる推進を図

る必要があります。 

 

※ＩＣＴ 情報・通信に関する技術の総称 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

情報収集及び 

情報提供体制の強化 

災害に関する各種情報を一元化・可視化し、災害対応をより迅速

かつ効果的に行うため、タブレット端末やドローンといったツール

を活用するとともに、ビッグデータやＧＩＳ（地理情報システム）

の活用といった機能拡充を図るなど、ＩＣＴを活用した情報収集・

提供体制の強化を図ります。 

また、実災害での災害対応業務等に知識・知見を有する第三者機

関なども活用しながら、災害時における組織マネジメントや災害対

応に関する判断力を養うなど、研修・訓練の充実を図るとともに、

運用の検証も絶えず行うことで、円滑な災害対応体制の確保に努め

ます。 

より効果的な 

広報・広聴体制 

の構築 

民間事業者のノウハウを活用した戦略的かつ効率的な新たな広

報活動の検討を進めていますが、多くの情報が整理され、検索が容

易であり、内容が具体的かつ実践的である「市民視点に立った情報

媒体」が必要です。 

正確な情報を市民に伝えるための災害対策本部における情報共

有の仕組みの検討、市民ニーズに応じて適時かつ効率的に広報・広

聴を行う仕組みの検討を踏まえ、ウェブサイトやＳＮＳといったＩ

ＣＴを活用した、より効果的な広報・広聴体制の構築を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

  スマートフォンを保有している世帯の割合 
総務省「令和４年情報利用動向調査」 
を基に名古屋市作成 
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施策④　災害リスクに応じた多様な避難行動の推進 
 

近年の大規模風水害では、避難に関する新たな課題が顕在化しています。平成２７年９月

関東・東北豪雨や令和元年東日本台風においては、市町村の区域を越える広域避難が課題と

なりました。また、令和２年には、宿泊代金等の割引を受けることのできる「ＧоＴоトラ

ベル」を活用し、避難を目的としてホテル等に宿泊する「ＧоＴо避難」が話題になるなど、

新型コロナウイルス感染症への対策という観点も踏まえ、親戚、知人宅や宿泊施設への避難

といった避難行動の多様化も進んでいます。 

大規模風水害や社会情勢の変化によって新たに顕在化する課題について対策を検討する

とともに、風水害の多様な被害の様相に応じた適切な避難行動の理解促進を図っていくこと

が非常に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
分散避難の考え方 

出典：国土交通省 関東地方整備局 荒川下流河川事務所「荒川下流分散避難検討ワーキンググループ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省「第２１回気候変動に適応した治水対策検討小委員会」 
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施策④　災害リスクに応じた多様な避難行動の推進 
 

近年の大規模風水害では、避難に関する新たな課題が顕在化しています。平成２７年９月

関東・東北豪雨や令和元年東日本台風においては、市町村の区域を越える広域避難が課題と

なりました。また、令和２年には、宿泊代金等の割引を受けることのできる「ＧоＴоトラ

ベル」を活用し、避難を目的としてホテル等に宿泊する「ＧоＴо避難」が話題になるなど、

新型コロナウイルス感染症への対策という観点も踏まえ、親戚、知人宅や宿泊施設への避難

といった避難行動の多様化も進んでいます。 

大規模風水害や社会情勢の変化によって新たに顕在化する課題について対策を検討する

とともに、風水害の多様な被害の様相に応じた適切な避難行動の理解促進を図っていくこと

が非常に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
分散避難の考え方 

出典：国土交通省 関東地方整備局 荒川下流河川事務所「荒川下流分散避難検討ワーキンググループ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省「第２１回気候変動に適応した治水対策検討小委員会」 
 

 

＜現状と課題＞ 

 

近年の大規模風水害を踏まえ、国においては、令和３年に災害対策基本法を改正し、広域

避難に関する規定の新設や避難情報の見直しを行うとともに、「避難情報に関するガイドラ

イン」を改正し、屋内安全確保の位置付けといった避難行動の見直しを行うなど、多様な避

難行動に関する取組を進めているところです。 

また、本市の新たなハザードマップでは、高潮を対象に加えるとともに、風水害における

新たなリスクとして、浸水継続時間や家屋倒壊等氾濫想定区域が示されました。さらに、想

定最大規模の風水害を踏まえた被害想定を算出し、多数の孤立者の発生、浸水想定区域外を

含む大規模なライフラインの途絶といった新たな被害の様相も明らかとなってきました。 

特に、高潮被害の様相としては、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水によって、多数

の避難者や孤立者が発生し、市内南西部を中心に避難場所が不足するおそれがあり、洪水被

害の様相としては、庄内川・矢田川が氾濫した際には、家屋倒壊等氾濫想定区域外への避難

が必要なことや、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水が想定されることから、多数の避

難者や孤立者が発生し、市内南西部のみならず、守山区西部地域や北区の楠地区等で避難場

所が不足するおそれがあります。 

本市では、これまでも指定緊急避難場所の指定など避難場所の確保を進めるとともに、宿

泊施設への避難助成制度の新設や広域避難に関する取組の推進など避難行動の多様化を見

据えた取組を始めたところです。 

特に、広域避難については、甚大な浸水被害が想定される守山区西部地域や北区の楠地区

をモデル地区として、地域住民とともに広域避難の具体的な検討を行い、浸水想定区域外に

おける避難場所の確保や、親戚・知人宅、宿泊施設への避難といった多様な避難行動の理解

促進等が課題として明らかになってきました。 

 今後は、避難場所のより一層の確保に取り組むとともに、あらかじめ浸水想定区域外に避

難することや、孤立やライフラインの途絶を想定した家庭内備蓄の強化など、風水害の多様

な被害の様相や個々の状況に応じた適切な避難行動の理解を促進していく必要があります。 

＜高潮＞ 
「浸水深３．０ｍ以上」 

を含む学区 
（避難場所に余裕のある地域を除く） 

＜洪水＞ 
「浸水深３．０ｍ以上」 

「家屋倒壊等氾濫想定区域」 
を含む学区 

（避難場所に余裕のある地域を除く） 
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■避難生活の継続について（令和５年５月アンケート） 

 

新たなハザードマップで２週間を超える浸水の継続が示された地域もありますが、本

市が実施した「令和５年５月アンケート」では、ライフラインの供給が止まった場合に

避難生活がどれだけ継続できるのかについて、非常持ち出し品としての準備を推奨して

いる３日程度と回答した方が最も多い５３．８％でした。また、備蓄を推奨している１

週間程度と回答した方が２１．３％、１日程度以下と回答した方が２１．２％であり、避

難生活に必要な備蓄のさらなる推進が必要です。 

ライフラインの供給が止まった 
場合の避難生活の継続について 

ピックアップ 「都市型水害の危険」 
平成１１年６月、九州北部を襲った記録的な豪

雨では、博多駅周辺のオフィス街が冠水し、ビル

の地下で逃げ遅れによる死者が発生しました。本

市では、平成１２年９月の東海豪雨において、市

営地下鉄に浸水被害がありました。近年の事例で

は、令和４年７月、滋賀県近江八幡市で記録的短

時間大雨情報が発表されるような状況において、

短時間で冠水した地下道において死亡事故が発生

しました。 

地下街等では、局地的大雨（いわゆるゲリラ豪雨）によって内水氾濫が発生した際な

ど、外の様子がわからない、停電や水圧により避難が難しいなどの危険があり、気象情

報や避難情報といった各種防災情報の速やかな伝達が特に求められることから、都市部

に大規模な地下街を有する本市でも引き続き対策が必要です。 

 

 

 

 

福岡市営地下鉄博多駅 
出典：国土交通省 九州地方整備局 

（参考） 
避難先について 

自宅にとどまる
（在宅避難）
60.0%

近くの指定緊急避難場所（市
立小中学校の２階以上など）

28.6%

近くの高層施設（マンション
高層階や商業施設など）

6.1%

浸水しない遠方の指定緊急避難場所
0.7%

浸水しない遠方の親戚、友人宅
1.6%

浸水しない遠方のホテル
などの宿泊施設や勤務先

0.6%

車中避難
0.5%

その他
0.9%
無回答
0.9%

２週間程度
2.4%

１週間程度
21.3%

３日程度
53.8%

１日程度
18.0%

１日ももたない
3.2%

無回答
1.3%
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■避難生活の継続について（令和５年５月アンケート） 

 

新たなハザードマップで２週間を超える浸水の継続が示された地域もありますが、本

市が実施した「令和５年５月アンケート」では、ライフラインの供給が止まった場合に

避難生活がどれだけ継続できるのかについて、非常持ち出し品としての準備を推奨して

いる３日程度と回答した方が最も多い５３．８％でした。また、備蓄を推奨している１

週間程度と回答した方が２１．３％、１日程度以下と回答した方が２１．２％であり、避

難生活に必要な備蓄のさらなる推進が必要です。 

ライフラインの供給が止まった 
場合の避難生活の継続について 

ピックアップ 「都市型水害の危険」 
平成１１年６月、九州北部を襲った記録的な豪

雨では、博多駅周辺のオフィス街が冠水し、ビル

の地下で逃げ遅れによる死者が発生しました。本

市では、平成１２年９月の東海豪雨において、市

営地下鉄に浸水被害がありました。近年の事例で

は、令和４年７月、滋賀県近江八幡市で記録的短

時間大雨情報が発表されるような状況において、

短時間で冠水した地下道において死亡事故が発生

しました。 

地下街等では、局地的大雨（いわゆるゲリラ豪雨）によって内水氾濫が発生した際な

ど、外の様子がわからない、停電や水圧により避難が難しいなどの危険があり、気象情

報や避難情報といった各種防災情報の速やかな伝達が特に求められることから、都市部

に大規模な地下街を有する本市でも引き続き対策が必要です。 

 

 

 

 

福岡市営地下鉄博多駅 
出典：国土交通省 九州地方整備局 

（参考） 
避難先について 

自宅にとどまる
（在宅避難）
60.0%

近くの指定緊急避難場所（市
立小中学校の２階以上など）

28.6%

近くの高層施設（マンション
高層階や商業施設など）

6.1%

浸水しない遠方の指定緊急避難場所
0.7%

浸水しない遠方の親戚、友人宅
1.6%

浸水しない遠方のホテル
などの宿泊施設や勤務先

0.6%

車中避難
0.5%

その他
0.9%
無回答
0.9%

２週間程度
2.4%

１週間程度
21.3%

３日程度
53.8%

１日程度
18.0%

１日ももたない
3.2%

無回答
1.3%

 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

多様な避難行動 

の理解促進 

風水害の被害の様相が多様であることから、地域における災害リ

スクに応じた避難行動が必要です。学区内にある市立小学校など近

くの指定緊急避難場所への避難にとらわれない、浸水想定区域外の

指定緊急避難場所、親戚・知人宅や宿泊施設への避難や在宅での避難

など多様な避難行動の理解促進に努めます。 

併せて、民間施設等との協定促進や補助制度の活用など避難率向

上に向けて取り組むとともに、浸水の継続やライフラインの途絶と

いった被害の様相も踏まえ、飲料水やトイレ等の避難生活に必要な

備蓄の確保や、住宅の低炭素化や外部給電可能な車両の導入といっ

たエネルギーの確保など、自助力の強化も促進していきます。 

避難場所の確保 

地域における災害リスクを踏まえ、指定緊急避難場所のさらなる

指定に努めるとともに、浸水想定区域の内外に関わらず、民間施設等

と一時的な避難を可能とする協定を進めるなど、避難場所のさらな

る確保に取り組んでいきます。さらに、公共施設等の整備の機会を捉

えるなど、本市自らも地域における災害リスクを踏まえた避難場所

の拡充に取り組んでいきます。 

広域避難に関する 

取組の推進 

長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水といった従来の避難の考

え方だけでは通用しない事態への対応を図るため、あらかじめ多数

の避難者が行政区等の区域を越えて立退き避難を行う「広域避難」に

ついて、国等の動向を踏まえつつ、取組を進めていきます。 

地下空間における 

避難対策の強化 

都市部において局地的な大雨が発生した場合、短時間のうちに内

水氾濫が発生し、大量の雨水が地下空間に流れ込む危険があること

から、避難までのリードタイムが短い中で地下街の利用者等に対し

て避難の呼びかけを行う必要があります。地下街等における避難確

保計画策定等支援や、名古屋駅周辺地区における水位周知下水道の

整備に取り組んできたところですが、今後も、地下空間における災害

リスクの周知・啓発を図るとともに、関係機関と連携した災害対応体

制の確保や訓練により、避難の実効性確保に取り組んでいきます。 

滞留者対策の強化 

大雨等の影響により、長時間にわたる公共交通機関の運転見合せ

が発生した場合、多数の滞留者の発生が懸念されます。鉄道事業者と

の連絡体制の強化を図るとともに、ウェブサイトやＳＮＳ等を活用

し、気象情報や公共交通機関の運行状況等を踏まえて不要不急の外

出を控えることの啓発など、滞留者対策を強化していきます。 
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ピックアップ 「大規模風水害時における広域避難」 
 
（１）趣旨・現状 

 

想定最大規模の風水害では、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水が想定されて

おり、想定される被害の様相として、多数の避難者・孤立者の発生や、ライフライン

の途絶による厳しい避難生活といった状況などが見込まれています。 

従来の避難の考え方だけでは通用しない事態に対応を図るため、国は東京都ととも

に、首都圏をモデルケースとした広域避難の検討を続けており、本市においても、国

等の動向を踏まえつつ、広域避難に関する取組を進めているところです。 

 

（２）広域避難を想定する状況 

 

国等では、巨大な台風が接近し、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水を伴う高

潮や洪水が発生し得るような状況において、台風最接近までの数日間、関係機関がタ

イムライン形式で整理したオペレーションに沿って連携し、あらかじめ、数十万人以

上が市町村等の区域を越えて立退き避難することを想定しています。 

本市では、想定最大規模の高潮及び洪水（庄内川・矢田川）で同様の状況が発生し

得るものと想定しています。 

 

（３）国等の動向 

 

① 災害対策基本法の改正等（令和３年５月） 

 

国は、令和元年東日本台風等における教訓を踏ま

えて災害対策基本法を改正し、災害が発生するおそ

れがある場合における、他の市町村長との広域避難

（市町村長が居住者等を安全な他の市町村に避難

させること）の協議等について新たに規定しまし

た。 

また、同時に、平成２７年度以降の一連の検討等

を踏まえ、広域避難の検討手順や先進事例等につい

て「水害からの広域避難に関する基本的な考え方」

及び「水害からの広域避難 事例集」として公表し

ました。 
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ピックアップ 「大規模風水害時における広域避難」 
 
（１）趣旨・現状 

 

想定最大規模の風水害では、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水が想定されて

おり、想定される被害の様相として、多数の避難者・孤立者の発生や、ライフライン

の途絶による厳しい避難生活といった状況などが見込まれています。 

従来の避難の考え方だけでは通用しない事態に対応を図るため、国は東京都ととも

に、首都圏をモデルケースとした広域避難の検討を続けており、本市においても、国

等の動向を踏まえつつ、広域避難に関する取組を進めているところです。 

 

（２）広域避難を想定する状況 

 

国等では、巨大な台風が接近し、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水を伴う高

潮や洪水が発生し得るような状況において、台風最接近までの数日間、関係機関がタ

イムライン形式で整理したオペレーションに沿って連携し、あらかじめ、数十万人以

上が市町村等の区域を越えて立退き避難することを想定しています。 

本市では、想定最大規模の高潮及び洪水（庄内川・矢田川）で同様の状況が発生し

得るものと想定しています。 

 

（３）国等の動向 

 

① 災害対策基本法の改正等（令和３年５月） 

 

国は、令和元年東日本台風等における教訓を踏ま

えて災害対策基本法を改正し、災害が発生するおそ

れがある場合における、他の市町村長との広域避難

（市町村長が居住者等を安全な他の市町村に避難

させること）の協議等について新たに規定しまし

た。 

また、同時に、平成２７年度以降の一連の検討等

を踏まえ、広域避難の検討手順や先進事例等につい

て「水害からの広域避難に関する基本的な考え方」

及び「水害からの広域避難 事例集」として公表し

ました。 

 

 

  
 

② 広域避難計画策定支援ガイドライン（令和４年３月） 

 

国及び東京都は、首都圏をモデルケースに広域避難計画において定めるべき内容や

策定の手順、留意点等を整理し、ガイドラインとしてとりまとめました。令和４年６

月には、引き続き、「首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会」を

設置し、平時から各機関の関係を深めるとともに、大規模風水害時の広域避難等を円

滑に実施するための検討を進めているところです。 

 

③ 東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会（平成１８年１１月～） 

 

国は、平成１７年のハリケーン・カトリーナを契機に、ゼロメートル地帯の高潮対

策の検討に着手しました。愛知県・岐阜県・三重県にまたがるゼロメートル地帯にお

いては、中部地方整備局が中心となり、本市を含む地方自治体やライフライン事業者

等の関係機関が参加する地域協議会を設置し、巨大な台風による高潮・洪水（庄内川・

木曽川・長良川・揖斐川）を想定した広域避難等の検討を続けています。 

 

（４）名古屋市の取組 

 

区  分 内    容 

近隣市町村との 

検討会議の開催 

名古屋市近隣市町村長懇談会と同一の近隣３９市町村及び愛知

県による検討会議を開催し、広域避難に関する意見交換等を行って

います。自治体ごとに、災害対策本部の設置、避難情報の発令、避

難所の開設・運営といった災害対応体制が異なっていることが課題

として明らかになってきました。 

モデル地区 

における検討 

甚大な被害が想定される守山区西部地域や北区の楠地区をモデ

ルとして、地域住民とともに広域避難の具体的な検討を進めていま

す。浸水想定区域外における避難場所の確保のほか、避難が集中し

た際に橋りょう等のボトルネックで渋滞が発生することや多様な

避難行動の理解促進などが課題として明らかになってきました。 

避難場所の確保 
あらかじめ浸水想定区域外に避難することができるよう、民間施

設等との協定による避難場所の確保に取り組んでいます。 

災害対応体制 

の検討 

広域避難に関する避難情報を出すタイミングや情報発信・伝達方

法、要配慮者を含む多数の避難者を輸送する手段の確保や誘導方法

など、本市単独で解決できない課題も多いことから、国や愛知県に

対して支援策を講ずるよう要望を行っています。 
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（５）今後の取組 

 

区  分 内    容 

近隣市町村との 

連携強化 

国等の動向を踏まえつつ、近隣市町村間で事前に調整が必

要な事項について検討を行うことで、市町村間の調整促進や

連携強化を目指していきます。 

モデル地区における 

避難の実効性確保 

モデル地区の検討を生かして、避難先も含めて多様な避難

行動の理解促進を図るとともに、地域防災活動の継続的な支

援を行うことで、地域の状況を踏まえた避難の実効性確保を

目指していきます。 

避難場所の確保及び 

開設・運営体制の整備 

市内・市外を問わず、大規模風水害時における広域避難の

ための公共施設等の活用や、民間施設等とのさらなる協定の

締結に取り組んでいきます。 

また、国等の動向を踏まえつつ、災害が発生するおそれが

ある場合における浸水想定区域外での避難場所の開設・運営

など広域避難に対応した災害対応体制の整備に取り組んで

いきます。 

避難情報の発令及び 

情報発信・伝達の検討 

大規模かつ広域的な避難を行うためには、近隣市町村や関

係機関と連携の上、２４時間以上前のタイミングで避難の呼

びかけが必要です。国等の動向を踏まえつつ、避難情報の発

令及び情報発信・伝達に関する検討に取り組んでいきます。 

移動手段の確保及び 

避難誘導体制の整備 

大規模かつ広域的な避難を行うためには、近隣市町村や関

係機関と連携の上、バス等の移動手段を確保するとともに、

大規模な渋滞など混乱の発生が想定されることから、避難誘

導体制の整備が必要です。国等の動向を踏まえつつ、要配慮

者対策も含む避難者の移動に関する課題の検討に取り組ん

でいきます。 

 

 

 

 

熊本県人吉市の 
広域避難の様子 

（令和２年７月豪雨） 
出典：内閣府「水害から
の広域避難 事例集」 
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導体制の整備が必要です。国等の動向を踏まえつつ、要配慮

者対策も含む避難者の移動に関する課題の検討に取り組ん

でいきます。 

 

 

 

 

熊本県人吉市の 
広域避難の様子 

（令和２年７月豪雨） 
出典：内閣府「水害から
の広域避難 事例集」 

 

施策⑤ 要配慮者の避難対策の強化 
 

平成２８年８月北海道・東北豪雨や令和２年７月豪雨では、高齢者利用施設における逃げ

遅れによって多数の死者が発生しました。近年の大規模風水害における犠牲者のうち高齢者

（６５歳以上）が占める割合が、令和元年東日本台風では約６５％、令和２年７月豪雨では

約７９％といった状況も踏まえると、逃げ遅れをなくし、命を守るためには、避難行動に支

援を要する方の避難対策の強化が特に重要です。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の流行の際には、高齢者や基礎疾患を有する方は、重

症化リスクが高いことから、避難時に特別な配慮が求められました。 

高齢者利用施設における避難行動の検討と訓練による避難の成功事例もあることから、事

前の避難対策を通じて要配慮者の避難の実効性を確保するとともに、要配慮者がためらうこ

となく避難行動をとれるよう取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

ピックアップ 「事前の避難対策で逃げ遅れゼロ（高齢者利用施設）」 

埼玉県川越市の高齢者利用施設では、過去の被災経験も踏まえ、洪水に対する防災マ

ニュアルを作成し、毎年の避難訓練も実施していました。また、平成２９年の水防法改

正に伴って義務化された避難確保計画も作成・提出していました。 

令和元年東日本台風では、近隣にある越辺川が破堤し、施設への浸水がありましたが、

避難確保計画及び避難訓練に基づき、迅速な避難行動を実施し、職員、利用者１００名

全員が無事に避難を完了することができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「要配慮者利用施設における水害からの避難の取り組みの成果事例集」 
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＜現状と課題＞ 

 

 国においては、平成２８年８月北海道・東北豪

雨や令和２年７月豪雨における教訓を踏まえ、平

成２９年と令和３年の２回にわたって水防法を

改正し、災害リスクの高い区域における要配慮者

利用施設の避難確保計画作成等を義務化すると

ともに、令和３年に災害対策基本法を改正し、市

町村が避難行動要支援者ごとに個別避難計画を

作成することを努力義務化することで、要配慮者

の災害時における円滑かつ迅速な避難の確保を

図ることとしました。 

 本市では、水防法の改正を踏まえ、浸水想定区

域や土砂災害（特別）警戒区域にある要配慮者利

用施設を名古屋市地域防災計画に定めるととも

に、避難確保計画策定等の支援を行ってきました。

令和４年６月には、新たに示された内水氾濫及び

高潮の浸水想定区域を踏まえて対象施設の追加

を行ったことなどから、令和５年３月時点で、避 

難確保計画を提出した施設数の割合は１８．１％、避難訓練実施報告を提出した施設数の割

合は５．８％にとどまっており、避難の実効性確保に向けて、より一層の取組が必要な状況

です。 

また、災害対策基本法の改正を踏まえ、個別避難計画の作成に向けた取組に着手したとこ

ろですが、行政の限界、高齢化、地域コミュニティの希薄化といった課題の中で、検討を進

めていかなければなりません。 

 

■名古屋市における避難確保計画に関する取組状況（令和５年３月時点） 

避難確保計画の提出状況         避難訓練実施報告の提出状況 

対象施設数 提出施設数 割  合  対象施設数 提出施設数 割  合 

4,293 776 18.1%  4,293 247 5.8% 

 

今後は、避難確保計画や個別避難計画に関する取組を着実に推進することで、要配慮者の

避難の実効性を確保していく必要があります。 

 さらに、これまでも要配慮者のための避難場所の確保に取り組んできたところですが、令

和３年の災害対策基本法の改正によって、指定福祉避難所の指定について新たに規定された

ことなどを踏まえ、要配慮者の避難生活に配慮した避難場所のさらなる確保に努めていく必

要があります。 

  

土砂災害によって７名が死亡した 
高齢者利用施設 

（山口県防府市） 
（平成２１年７月中国・九州北部豪雨） 

出典：一般財団法人 消防防災科学センター
「災害写真データベース」 
※平成２１年７月中国・九州北部豪雨 

中国地方や九州北部を中心に梅雨前線に
よる記録的な大雨が発生し、山口県防府市で
は土石流や山崩れで１４名が死亡しました。 
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合は５．８％にとどまっており、避難の実効性確保に向けて、より一層の取組が必要な状況

です。 

また、災害対策基本法の改正を踏まえ、個別避難計画の作成に向けた取組に着手したとこ

ろですが、行政の限界、高齢化、地域コミュニティの希薄化といった課題の中で、検討を進

めていかなければなりません。 

 

■名古屋市における避難確保計画に関する取組状況（令和５年３月時点） 

避難確保計画の提出状況         避難訓練実施報告の提出状況 

対象施設数 提出施設数 割  合  対象施設数 提出施設数 割  合 

4,293 776 18.1%  4,293 247 5.8% 

 

今後は、避難確保計画や個別避難計画に関する取組を着実に推進することで、要配慮者の

避難の実効性を確保していく必要があります。 

 さらに、これまでも要配慮者のための避難場所の確保に取り組んできたところですが、令

和３年の災害対策基本法の改正によって、指定福祉避難所の指定について新たに規定された

ことなどを踏まえ、要配慮者の避難生活に配慮した避難場所のさらなる確保に努めていく必

要があります。 

  

土砂災害によって７名が死亡した 
高齢者利用施設 

（山口県防府市） 
（平成２１年７月中国・九州北部豪雨） 

出典：一般財団法人 消防防災科学センター
「災害写真データベース」 
※平成２１年７月中国・九州北部豪雨 
中国地方や九州北部を中心に梅雨前線に

よる記録的な大雨が発生し、山口県防府市で
は土石流や山崩れで１４名が死亡しました。 

 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

避難の実効性確保 

避難確保計画策定等支援について、ＩＣＴを活用し、計画の策定率

や訓練の実施報告率の向上を図り、情報伝達体制や避難の実効性確

保に取り組んでいきます。また、要配慮者利用施設等では、垂直避難

によって孤立した場合における対策等を検討する必要があることか

ら、非常用電源設備の確保や物資の備蓄促進を図るなど、社会福祉施

設等の耐災性強化を支援していきます。 

さらに、地域住民や事業者等の関係者と連携を図りながら個別避

難計画の作成を進めていくとともに、高齢者や障害のある方など要

配慮者の個々の状況に応じた情報伝達手段を検討するなど、避難の

実効性の確保に取り組んでいきます。 

なお、取組にあたっては、災害リスク等を考慮した上で、よりきめ

細かな支援を図っていきます。 

避難場所の確保 

要配慮者が避難する際は、移動距離や避難場所の設備等の観点か

ら配慮すべき事項があることから、より一層、指定福祉避難所の指定

に努めるとともに、協定福祉避難所との協定も含めて、要配慮者の避

難場所の確保に取り組んでいきます。 

  

施設での話合いの様子（岩手県久慈市）          避難訓練の様子（兵庫県豊岡市） 
出典：内閣府等「要配慮者利用施設における避難に関する計画作成の事例集（水害・土砂災害）」 
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方針２ 

 
防災拠点機能の確保と災害対応力の強化 

 

施策① 防災拠点機能の確保 

施策② 災害対策本部等の機能強化 

施策③ 迅速な都市機能の回復と被災者の生活再建 
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方針２ 

 
防災拠点機能の確保と災害対応力の強化 

 

施策① 防災拠点機能の確保 

施策② 災害対策本部等の機能強化 

施策③ 迅速な都市機能の回復と被災者の生活再建 

 

施策①　 防災拠点機能の確保 
 

 市役所や区役所、消防署といった防災拠点は、行政が応急対策活動を行うにあたって重要

な役割を担う場所です。しかしながら、平成２７年９月関東・東北豪雨では、常総市役所本

庁舎が浸水被害を受け孤立するとともに、屋外に設置されていた非常用電源設備が使用不能

となるなど、停電と通信途絶等によって行政機能が低下し、災害対策本部としての役割を果

たせませんでした。また、令和元年東日本台風においても、宮城県丸森町役場が浸水によっ

て孤立し、行政機能に支障が生じました。 

大規模風水害時においても、防災拠点が電源や通信といった機能を確保し、避難情報の発

信や人命救助などその役割を十分に果たせるよう、あらかじめ必要な対策を行っておくこと

は非常に重要です。 

 

 

■茨城県 常総市役所（平成２７年９月関東・東北豪雨） 

 

 

■宮城県 丸森町役場（令和元年東日本台風） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

浸水した市役所本庁舎周辺              浸水した非常用発電機 
出典：茨城県常総市「常総市地域防災計画」 

堤防決壊（１８箇所）により浸水した 
宮城県丸森町役場周辺 
出典：国土交通省 東北地方整備局 福島河川事
務所「第１４回阿武隈川河川整備計画委員会」 
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＜現状と課題＞ 

 

 本市では、東日本大震災における教訓を踏まえ、市役所や区役所等で停電時にも応急対策

活動が維持できるよう、非常用発電機の平均稼働時間を約８時間から約７２時間に拡充を図

るなど、防災拠点機能を強化してきました。また、公共施設等のアセットマネジメントの観

点では、令和４年５月に策定した「名古屋市公共施設等総合管理計画」において、施設整備

にあたってはハザードを踏まえること、また、避難所機能の確保など防災・減災の観点を考

慮することを明記しました。 

 

■名古屋市における整備事例 

 

国においては、近年の大規模風水害における教訓等を踏まえ、令和２年３月に「官庁施設

の基本的性能基準」を改定し、災害時に応急対策活動を行う官庁施設については、想定最大

規模降雨等による水害に対して必要な性能を確保することが明記されました。 

今後、防災拠点機能の確保に向けて、本市の新たなハザードマップで示された浸水深や浸

水継続時間等への対策の検討や、幅広い視点で防災・減災に資する公共施設等の整備に取り

組んでいく必要があります。  

非常用発電機を屋上に設置（港消防署） 津波避難ビルの屋外階段（蟹江川排水機場） 

浸水に対応した倉庫（西区役所山田支所） 
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＜現状と課題＞ 

 

 本市では、東日本大震災における教訓を踏まえ、市役所や区役所等で停電時にも応急対策

活動が維持できるよう、非常用発電機の平均稼働時間を約８時間から約７２時間に拡充を図

るなど、防災拠点機能を強化してきました。また、公共施設等のアセットマネジメントの観

点では、令和４年５月に策定した「名古屋市公共施設等総合管理計画」において、施設整備

にあたってはハザードを踏まえること、また、避難所機能の確保など防災・減災の観点を考

慮することを明記しました。 

 

■名古屋市における整備事例 

 

国においては、近年の大規模風水害における教訓等を踏まえ、令和２年３月に「官庁施設

の基本的性能基準」を改定し、災害時に応急対策活動を行う官庁施設については、想定最大

規模降雨等による水害に対して必要な性能を確保することが明記されました。 

今後、防災拠点機能の確保に向けて、本市の新たなハザードマップで示された浸水深や浸

水継続時間等への対策の検討や、幅広い視点で防災・減災に資する公共施設等の整備に取り

組んでいく必要があります。  

非常用発電機を屋上に設置（港消防署） 津波避難ビルの屋外階段（蟹江川排水機場） 

浸水に対応した倉庫（西区役所山田支所） 

 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

防災拠点機能の確保 

防災拠点については、災害時の役割の重要性を鑑みて、これまで

も電源、給排水、通信、備蓄といった観点に留意しながら機能確保

を図ってきましたが、今後は、特に重要な防災拠点については、新

たなハザードマップで明らかになった浸水深や浸水継続時間等の

想定される被害の様相を踏まえ、非常用電源設備の上階移設や施設

の浸水対策などさらなる方策の検討を行い、防災拠点としての機能

を確保し、その役割を果たせるよう取り組んでいきます。また、機

能確保の方策を検討する際には、代替拠点における災害応急対策の

実施も視野に入れていきます。 

防災・減災に資する 

公共施設等の整備 

公共施設等の建替や改修等の整備に際しては、施設の用途に応じ

て、公共施設として業務の継続性の維持、防災拠点として災害応急

対策の実施、避難場所の確保といった地域における災害の特性の考

慮など、防災・減災機能を強化する視点を取り入れていきます。ま

た、公共施設等の建替の際には、災害リスクを踏まえた施設の再配

置等も視野に入れていきます。 

 

 

 

  

止水版の設置             非常用発電機と受水槽を屋外の架台上に移設 
（東雲合同庁舎（東京都））            （広島港湾合同庁舎（広島県）） 

出典：国土交通省「災害に強い官公庁施設づくりガイドライン」 

− 45 −



第
６
章　
将
来
を
見
据
え
た
対
応
方
針

と
重
点
的
に
取
り
組
む
べ
き
施
策

施策②　災害対策本部等の機能強化 
 

大規模風水害時においては、職員一人ひとりが自身の担う業務を理解し、主体的な災害対

応業務を通じて、組織として最大限の力を発揮することが必要です。しかしながら、平成２

７年９月関東・東北豪雨では、常総市の災害対策本部の運営・意思決定について、物理的環

境、情報収集・集約、統制等で混乱があったと指摘されています。また、令和元年東日本台

風では、自治体が災害に慣れていないこと、災害対応職員の不足、日頃からの関係機関との

連携体制のあり方といった課題が顕在化しました。 

災害時における行政の混乱は、決して他人事ではありません。本市においても、人、モノ、

情報といったリソースが限定的になる大規模風水害時であっても、災害応急対策が迅速かつ

円滑に行えるよう、あらかじめ万全の体制を備えておかなければなりません。 

 

ピックアップ 「被災地支援」 
平成２３年３月１１日の東日本大震災発災直

後、本市は、岩手県沿岸部に先遣隊を派遣し、被災

状況を確認しました。陸前高田市の市街地が壊滅

的な状況であること、１００名を超える市職員が

死亡・行方不明となり行政機能がマヒ状態である

こと、岩手県及び陸前高田市から強く支援の要請

を受けたことから、全国初の「行政丸ごと支援」と

いう形で、陸前高田市をあらゆる分野で全面支援

することを決定しました。 

全国的な取組として、平成２５年に指定都市市

長会における「広域・大規模災害時における指定都

市市長会行動計画」（以下、行動計画）が定められ、

平成２８年熊本地震で初めて運用されました。本

市では、救援物資の提供、避難所運営、罹災証明書

の受付・発行、建物被害認定調査等に１８３名の職

員を派遣し、支援活動を行いました。 

平成３０年７月豪雨では風水害で初めて行動計

画が適用され、本市からは広島県三原市へ派遣が

実施されました。令和元年東日本台風でも長野県

長野市への対口支援（一対一のペアリング支援）が

決定され、建物被害認定調査や災害ごみの収集を

始めとする支援業務を行いました。 
物資運搬班の出発式の様子 
（平成２８年熊本地震） 

窓口業務に従事する名古屋市職員 
（岩手県陸前高田市） 

（東日本大震災） 
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施策②　災害対策本部等の機能強化 
 

大規模風水害時においては、職員一人ひとりが自身の担う業務を理解し、主体的な災害対

応業務を通じて、組織として最大限の力を発揮することが必要です。しかしながら、平成２

７年９月関東・東北豪雨では、常総市の災害対策本部の運営・意思決定について、物理的環

境、情報収集・集約、統制等で混乱があったと指摘されています。また、令和元年東日本台

風では、自治体が災害に慣れていないこと、災害対応職員の不足、日頃からの関係機関との

連携体制のあり方といった課題が顕在化しました。 

災害時における行政の混乱は、決して他人事ではありません。本市においても、人、モノ、

情報といったリソースが限定的になる大規模風水害時であっても、災害応急対策が迅速かつ

円滑に行えるよう、あらかじめ万全の体制を備えておかなければなりません。 

 

ピックアップ 「被災地支援」 
平成２３年３月１１日の東日本大震災発災直

後、本市は、岩手県沿岸部に先遣隊を派遣し、被災

状況を確認しました。陸前高田市の市街地が壊滅

的な状況であること、１００名を超える市職員が

死亡・行方不明となり行政機能がマヒ状態である

こと、岩手県及び陸前高田市から強く支援の要請

を受けたことから、全国初の「行政丸ごと支援」と

いう形で、陸前高田市をあらゆる分野で全面支援

することを決定しました。 

全国的な取組として、平成２５年に指定都市市

長会における「広域・大規模災害時における指定都

市市長会行動計画」（以下、行動計画）が定められ、

平成２８年熊本地震で初めて運用されました。本

市では、救援物資の提供、避難所運営、罹災証明書

の受付・発行、建物被害認定調査等に１８３名の職

員を派遣し、支援活動を行いました。 

平成３０年７月豪雨では風水害で初めて行動計

画が適用され、本市からは広島県三原市へ派遣が

実施されました。令和元年東日本台風でも長野県

長野市への対口支援（一対一のペアリング支援）が

決定され、建物被害認定調査や災害ごみの収集を

始めとする支援業務を行いました。 
物資運搬班の出発式の様子 
（平成２８年熊本地震） 

窓口業務に従事する名古屋市職員 
（岩手県陸前高田市） 

（東日本大震災） 

 

＜現状と課題＞ 

 

本市は、平成２８年熊本地震の教訓を踏まえ、大

規模災害への対応に必要な規模と機能を確保するた

め、災害対策のためのスペースの拡充やレイアウト

の見直し等によって、情報共有・連携体制の強化を

図るとともに、チーム制の導入や区本部への応援職

員の増員等によって災害対応体制の強化を図るなど、

ハード・ソフトの両面から災害対策本部等の機能強

化を実施してきました。 

また、映像等を通じたリアルタイムな情報共有や

複数の災害情報を一元化することによって、迅速な

意思決定ができるようＩＣＴの活用の推進を図って

きましたが、今後も引き続き、急速なスピードかつ

柔軟に変化するデジタル化の技術進展に、随時、対

応を図っていくことが求められます。 

しかしながら、令和３年に実施した本市職員への

アンケートでは、災害対応にあたって、市全体の業

務や役割を理解している職員は、約半数にとどまっ

ており、職員一人ひとりの災害対応業務の能力向上

を図る必要があります。また、職員一人ひとりが急

速に変化しているデジタル化の技術進展への対応を

図っていく必要もあります。 

 さらに、本市の新たなハザードマップでは、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸水が想

定されています。また、想定最大規模の風水害を踏まえた被害想定を算出し、多数の避難者・

孤立者が発生すること、多数の建物が被災すること、浸水想定区域外も含めてライフライン

が途絶すること、被災者の生活再建や生活環境の保全等に課題が生じることといった被害の

様相も明らかになりました。 

大規模風水害時においては、捜索・救出活動、資機材・物資供給、避難所運営、建物被害

認定調査といったあらゆる分野において、国や他都市等より人的支援・物的支援を受けると

ともに、ライフライン事業者等の関係機関と連携を図りながら災害応急対策を行うこととな

ります。 

新たに明らかとなった被害の様相等を踏まえつつ、迅速かつ円滑に災害応急対策ができる

よう、万全の体制を整えておく必要があります。  

新たな名古屋市災害対策本部室 

 

名古屋市防災地理情報システム 

「災害対応にあたって、市全体の業務や役割
について理解していますか？」 
防災意識に関する職員アンケート（令和３年） 
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＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

災害対策本部等 

の機能強化 

想定最大規模の風水害に関する被害の様相等を踏まえ、捜索・救出活

動、資機材・物資供給体制の確保、オープンスペースの効果的な活用、

研修・訓練体制の整備、消防団の充実強化、自衛隊や警察、医療機関等

の関係機関との連携体制の強化といった応急対策のあり方を検討する

とともに、ＩＣＴを活用した情報収集・提供体制の強化、円滑な災害対

応体制の確保、より効果的な広報・広聴体制の構築といった取組も合わ

せながら、災害対策本部や区本部を始めとする災害対応体制の見直しを

行うことで、本市の災害応急対策の強化を図っていきます。 

関係機関との 

連携の推進 

本市単独での災害対応が困難な場合には、国や他都市等から人的・物

的支援を受け入れることになります。特に、本市以外にも被害の及ぶ広

域的な災害となった場合には、支援の受入れにあたって多様な主体との

調整が求められることとなります。 

また、ライフラインの途絶があった際には、関係機関と情報共有を密

にし、被害の状況や復旧の目途等を把握しながら、総合的に対策を実施

していく必要があります。 

組織の枠組みを越えて災害応急対策を行えるよう、各種会議や訓練の

場などを通じて、日頃より「顔の見える関係」を構築することで、関係

機関との連携体制の強化を図っていきます。 

さらに、大規模風水害時には災害救助法に基づく救助の実施が想定さ

れます。令和２年４月、本市は災害救助法に基づく救助実施市として効

力が発生したところであり、訓練による災害対応能力向上や、関係機関

との連携体制の強化を図ることで、円滑かつ迅速な救助を行えるよう取

り組んでいきます。 

災害対応に 

習熟した 

職員の育成 

応急対策職員派遣制度や指定都市市長会の行動計画といった自治体

間における包括的な相互支援の枠組みが構築・運用されるとともに、消

防・水道・廃棄物処理等の各分野においても、支援の枠組みが構築・運

用されています。 

被災自治体への応援を積極的に行うことは、本市にとって、災害対応

の実務経験の蓄積であり、最新の知見を得ることができます。被災自治

体への迅速かつ適正な応援体制を整備するとともに、応援を実施した際

には報告会等を通じてノウハウを還元することで、本市の災害対応力の

強化を図ります。 
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＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

災害対策本部等 

の機能強化 

想定最大規模の風水害に関する被害の様相等を踏まえ、捜索・救出活

動、資機材・物資供給体制の確保、オープンスペースの効果的な活用、

研修・訓練体制の整備、消防団の充実強化、自衛隊や警察、医療機関等

の関係機関との連携体制の強化といった応急対策のあり方を検討する

とともに、ＩＣＴを活用した情報収集・提供体制の強化、円滑な災害対

応体制の確保、より効果的な広報・広聴体制の構築といった取組も合わ

せながら、災害対策本部や区本部を始めとする災害対応体制の見直しを

行うことで、本市の災害応急対策の強化を図っていきます。 

関係機関との 

連携の推進 

本市単独での災害対応が困難な場合には、国や他都市等から人的・物

的支援を受け入れることになります。特に、本市以外にも被害の及ぶ広

域的な災害となった場合には、支援の受入れにあたって多様な主体との

調整が求められることとなります。 

また、ライフラインの途絶があった際には、関係機関と情報共有を密

にし、被害の状況や復旧の目途等を把握しながら、総合的に対策を実施

していく必要があります。 

組織の枠組みを越えて災害応急対策を行えるよう、各種会議や訓練の

場などを通じて、日頃より「顔の見える関係」を構築することで、関係

機関との連携体制の強化を図っていきます。 

さらに、大規模風水害時には災害救助法に基づく救助の実施が想定さ

れます。令和２年４月、本市は災害救助法に基づく救助実施市として効

力が発生したところであり、訓練による災害対応能力向上や、関係機関

との連携体制の強化を図ることで、円滑かつ迅速な救助を行えるよう取

り組んでいきます。 

災害対応に 

習熟した 

職員の育成 

応急対策職員派遣制度や指定都市市長会の行動計画といった自治体

間における包括的な相互支援の枠組みが構築・運用されるとともに、消

防・水道・廃棄物処理等の各分野においても、支援の枠組みが構築・運

用されています。 

被災自治体への応援を積極的に行うことは、本市にとって、災害対応

の実務経験の蓄積であり、最新の知見を得ることができます。被災自治

体への迅速かつ適正な応援体制を整備するとともに、応援を実施した際

には報告会等を通じてノウハウを還元することで、本市の災害対応力の

強化を図ります。 

  

 

施策③　迅速な都市機能の回復と被災者の生活再建 
 

 東海豪雨の際、本市では避難所が８１日間（９月１１日～１１月３０日）開設され、住家

被害として、３万棟以上、８万人以上に影響がありました。大規模風水害時には、「逃げ遅

れゼロ」に加えて、多数の被災者に対して、良好な生活環境を確保し、心身のケアを図るこ

とで、「助かった命を守る」ことも非常に重要です。 

「助かった命を守る」とともに、社会経済活動を早期に再開し、１日でも早く災害が起き

る前の生活を取り戻すことができるよう、予防・応急対策だけでなく、復旧・復興について

も迅速かつ円滑に取り組む必要があります。 

 

 

■名古屋市職員による被災者への支援 

   

                

 

  

健康診断（岩手県陸前高田市） 
（東日本大震災） 

保健医療機関とのミーティング（熊本県西原村） 
（平成２８年熊本地震） 

避難所における保健師の健康相談（広島県呉市）      建物被害認定調査（長野県長野市） 
（平成３０年７月豪雨）             （令和元年東日本台風） 
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＜現状と課題＞ 

 

本市では、東日本大震災における岩手県陸前高田市に対する「行政丸ごと支援」の経験等

を生かしながら、被災者の心身のケアを始めとする良好な生活環境の確保など「助かった命

を守る」取組を進めてきました。 

 しかしながら、本市の新たなハザードマップでは、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸

水が想定されています。また、想定最大規模の風水害を踏まえた被害想定を算出し、多数の

避難者・孤立者が発生すること、多数の建物が被災すること、浸水想定区域外も含めてライ

フラインが途絶すること、被災者の生活再建や生活環境の保全等に課題が生じることといっ

た被害の様相も明らかになりました。 

 

 

 

 

 

 

 また、国においては、令和２年５月に「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画

の視点からの防災・復興ガイドライン～」を作成し、その後も全国での活動事例集をとりま

とめるなど、男女共同参画の観点から、防災の現場における女性の参画拡大等に取り組むと

ともに、令和５年３月に「災害ケースマネジメント実施の手引き」を作成し、被災者の状況

を把握し、官民連携の下、多様な課題に対応することで被災者の主体的な自立・生活再建の

プロセスを支援する手段の一つとして、新たな視点を紹介しました。また、災害関連死を少

しでも減らすため、現場において具体的な事業等に即した対策が講じられるよう、平成３１

年４月に災害関連死の定義を定め、令和３年４月に事例集をとりまとめたところです。 

 本市では、これまでも「助かった命を守る」取組を進めてきたところですが、新たに示さ

れた被害の様相や、近年の大規模風水害における教訓、国の動向等を踏まえ、湛水を排除す

るとともに、ライフライン途絶を解消するなど都市機能を速やかに回復させる取組、また、

円滑な建物被害調査及び罹災証明書の発行を通じて、被災者へ速やかに各種支援策が行き届

くようにする取組など、より一層、復旧・復興に向けた取組を進めていく必要があります。 

指定避難所の状況（長野県長野市） 
（令和元年東日本台風） 
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＜現状と課題＞ 

 

本市では、東日本大震災における岩手県陸前高田市に対する「行政丸ごと支援」の経験等

を生かしながら、被災者の心身のケアを始めとする良好な生活環境の確保など「助かった命

を守る」取組を進めてきました。 

 しかしながら、本市の新たなハザードマップでは、長期間にわたる大規模かつ広域的な浸

水が想定されています。また、想定最大規模の風水害を踏まえた被害想定を算出し、多数の

避難者・孤立者が発生すること、多数の建物が被災すること、浸水想定区域外も含めてライ

フラインが途絶すること、被災者の生活再建や生活環境の保全等に課題が生じることといっ

た被害の様相も明らかになりました。 

 

 

 

 

 

 

 また、国においては、令和２年５月に「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画

の視点からの防災・復興ガイドライン～」を作成し、その後も全国での活動事例集をとりま

とめるなど、男女共同参画の観点から、防災の現場における女性の参画拡大等に取り組むと

ともに、令和５年３月に「災害ケースマネジメント実施の手引き」を作成し、被災者の状況

を把握し、官民連携の下、多様な課題に対応することで被災者の主体的な自立・生活再建の

プロセスを支援する手段の一つとして、新たな視点を紹介しました。また、災害関連死を少

しでも減らすため、現場において具体的な事業等に即した対策が講じられるよう、平成３１

年４月に災害関連死の定義を定め、令和３年４月に事例集をとりまとめたところです。 

 本市では、これまでも「助かった命を守る」取組を進めてきたところですが、新たに示さ

れた被害の様相や、近年の大規模風水害における教訓、国の動向等を踏まえ、湛水を排除す

るとともに、ライフライン途絶を解消するなど都市機能を速やかに回復させる取組、また、

円滑な建物被害調査及び罹災証明書の発行を通じて、被災者へ速やかに各種支援策が行き届

くようにする取組など、より一層、復旧・復興に向けた取組を進めていく必要があります。 

指定避難所の状況（長野県長野市） 
（令和元年東日本台風） 

 

＜施策の展開＞ 

 

区  分 内     容 

本市の 

業務継続体制 

の確保 

大規模風水害時においても、最大限、非常時優先業務を行うことの

できる体制を確保していきます。  

 さらに、被災した庁舎等施設や公共交通機関の迅速な復旧や、学校の

授業再開も含めた１日でも早い通常業務の再開について検討していき

ます。 

長期湛水への 

対応の迅速化 

長期湛水被害に対しては、国等と連携しながら復旧・復興に向けた対

応を行うことになりますが、本市としても、訓練等によって対応の迅速

化や国等との連携体制の強化を図ることで、都市機能の早期回復に取り

組んでいきます。 

生活環境の 

保全等に関する 

対策の強化 

関係機関との広域的な連携体制の強化を図るなど、円滑な災害廃棄物

処理体制や速やかにライフライン途絶を解消する体制の確保に取り組

むとともに、機会を捉えた啓発等により、危険物・有害物質の防災対策

の強化を図っていくことで、生活環境の保全等に関する対策を強化して

いきます。 

事業者に対する 

業務継続体制 

の支援 

事業者に対しては、日頃より業務継続計画の策定支援を行うなど、風

水害による被害を軽減し、１日でも早く事業を再開できるよう支援する

とともに、災害時には、迅速な融資等により、事業者の支援を行ってい

きます。 

被災者に対する 

支援体制の強化 

行政丸ごと支援における教訓や男女共同参画の観点を始めとする国

の動向等も踏まえつつ、被災者の心身に配慮した包括的なケアや生活の

安定に向けた取組など、被災者に寄り添った支援に努めていきます。 

また、被災者の生活再建支援にあたっては、被害状況の調査から罹災

証明書の発行や各種支援手続の実施までの一連の業務について、ＩＣＴ

の活用や訓練等によって迅速化を図っていきます。 

復興のあり方の 

検討 

本市では、職員を対象に、南海トラフ地震を想定し、生活再建と市街

地復興の視点から復興のシナリオを描く復興イメージトレーニングに

取り組んでいるところですが、想定最大規模の風水害についても、復興

時の課題について検討するなど、復興のあり方の検討に着手していきま

す。 
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参考資料 

大規模風水害時における市民の避難に関するアンケート調査 

 

■アンケートの趣旨 

 

■アンケート対象者 

 

■調査方法 

 

■アンケート実施時期 

 

■アンケート回答数・回答率 

 

■留意事項 

 

 

 

毎年、全国各地で台風や集中豪雨による甚大な被害が発生し、災害からの逃げ遅れな

どによって尊い人命が失われています。 

本市においては幸いにも、ここ数年大規模な風水害には見舞われておりませんが、今回

の調査では、かつてない超大型の台風がお住まいの地域に接近するなど、地域一帯に大

規模な浸水被害（最大クラスの洪水等）の発生が想定される場合において、市民の皆様の

避難に対する考え方をおたずねし、今後の防災対策の参考にさせていただくものです。 

令和５年５月 

 回答数：6,241 人 

 回答率：39.0％ 

住民基本台帳から無作為抽出した満１８歳以上の市内居住者 16,000 人 

調査票を郵送し、回答は郵送又はＷｅｂ 

 パーセントについては、小数点以下第２位を四捨五入して算出しました。このため、合計

が 100％にならないこともあります。 
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参考資料 

大規模風水害時における市民の避難に関するアンケート調査 

 

■アンケートの趣旨 

 

■アンケート対象者 

 

■調査方法 

 

■アンケート実施時期 

 

■アンケート回答数・回答率 

 

■留意事項 

 

 

 

毎年、全国各地で台風や集中豪雨による甚大な被害が発生し、災害からの逃げ遅れな

どによって尊い人命が失われています。 

本市においては幸いにも、ここ数年大規模な風水害には見舞われておりませんが、今回

の調査では、かつてない超大型の台風がお住まいの地域に接近するなど、地域一帯に大

規模な浸水被害（最大クラスの洪水等）の発生が想定される場合において、市民の皆様の

避難に対する考え方をおたずねし、今後の防災対策の参考にさせていただくものです。 

令和５年５月 

 回答数：6,241 人 

 回答率：39.0％ 

住民基本台帳から無作為抽出した満１８歳以上の市内居住者 16,000 人 

調査票を郵送し、回答は郵送又はＷｅｂ 

 パーセントについては、小数点以下第２位を四捨五入して算出しました。このため、合計

が 100％にならないこともあります。 

 

回答集計 
 

 
有効回答数：6,241

有効回答数：6,241

 

 

内容を確認し、十分に
理解している
8.2%

内容を確認し、ある
程度は理解している

50.4%
内容は確認したが、あまり

理解していない
20.5%

内容を確認せずに保管している
11.2%

見ていない
8.1%

無回答
1.6%

把握している
15.4%

ある程度は把握
している
40.1%

把握していない
42.6%

無回答
1.8%

問１　「ハザードマップ」の内容について （〇はひとつだけ）

問２　「洪水ハザードマップ」や「内水氾濫ハザードマップ」などでは、新たに「浸水継続時間」を
　　　示していますが、ご自宅周辺で想定されている「浸水継続時間」を把握していますか。
　　　（〇はひとつだけ）
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内容を確認し、十分に
理解している
4.8%

内容を確認し、
ある程度は理解
している
42.5%

内容は確認したが、あまり理解していない
22.4%

内容を確認せずに保管している
15.9%

見ていない
12.5%

無回答
1.9%

内容を確認し、作成した
2.6%

内容を確認したが、
作成していない

45.7%
内容を確認せずに
保管している
24.9%

見ていない
24.5%

無回答
2.2%

有効回答数：6,241

有効回答数：6,241

問３　「防災ガイドブック」の内容について （〇はひとつだけ）

問４　「わが家のマイ・タイムライン」の内容について （〇はひとつだけ）
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内容を確認し、十分に
理解している
4.8%

内容を確認し、
ある程度は理解
している
42.5%

内容は確認したが、あまり理解していない
22.4%

内容を確認せずに保管している
15.9%

見ていない
12.5%

無回答
1.9%

内容を確認し、作成した
2.6%

内容を確認したが、
作成していない

45.7%
内容を確認せずに
保管している
24.9%

見ていない
24.5%

無回答
2.2%

有効回答数：6,241

有効回答数：6,241

問３　「防災ガイドブック」の内容について （〇はひとつだけ）

問４　「わが家のマイ・タイムライン」の内容について （〇はひとつだけ）

 

 

 

 

 

すべての部屋が浸水する可能性がある
10.2%

一部の部屋が浸水する可能性
があるが、自宅内で安全を確
保できる場所がある

24.2%
浸水する可能性は低い

61.0%

無回答
4.6%

自宅にとどまる
（在宅避難）
60.0%

近くの指定緊急避難場所（市立
小中学校の２階以上など）

28.6%

近くの高層施設（マンション
高層階や商業施設など）

6.1%

浸水しない遠方の指定緊急避難場所
0.7%

浸水しない遠方の親戚、友人宅
1.6%

浸水しない遠方のホテルなどの宿泊施設や勤務先
0.6%

車中避難
0.5%

その他
0.9%

無回答
0.9%

問５　あなたのご自宅の浸水リスクについて、最も近いものを選んでください。
　　　（〇はひとつだけ）

問６　あなたは、自分の命を守るために、どこに避難しますか。 （〇はひとつだけ）

有効回答数：6,241

有効回答数：6,241
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 【問６で「１.自宅にとどまる（在宅避難）」以外を選択した方にお伺いします。】

 

有効回答数：2,439

有効回答数：2,439

 

【問６で「１.自宅にとどまる（在宅避難）」以外を選択した方にお伺いします。】 

 

暴風警報や大雨警報などの気象警報の発表
5.5%

暴風特別警報や大雨特別警報など
の特別警報の発表

12.2%

高齢者等避難（警戒
レベル３）の発令

14.8%

避難指示（警戒レベル４）の発令
27.9%

緊急安全確保（警戒レベル５）の発令
12.3%

家族や近隣からの呼びかけ
5.5%

風雨や浸水の状況など実際に
視覚的、感覚的に感じた状況

7.7%

その時になってみないとわからない
12.8%

その他
0.4%

無回答
1.0%

徒歩、自転車
64.5%

バイク、
自家用車
25.5%

鉄道
5.0%

バス
1.8%

タクシー
0.8%

その他
0.9%

無回答
1.5%

問７　あなたは、避難を開始するきっかけとして、最も重視するのはどれですか。
　　　（〇はひとつだけ） 

問８　あなたは、まだ浸水前で、各種交通機関が使用できる場合、どのような移動手段で避難
　　  しますか。 （〇はひとつだけ） 
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 【問６で「１.自宅にとどまる（在宅避難）」以外を選択した方にお伺いします。】

 

有効回答数：2,439

有効回答数：2,439

 

【問６で「１.自宅にとどまる（在宅避難）」以外を選択した方にお伺いします。】 

 

暴風警報や大雨警報などの気象警報の発表
5.5%

暴風特別警報や大雨特別警報など
の特別警報の発表

12.2%

高齢者等避難（警戒
レベル３）の発令

14.8%

避難指示（警戒レベル４）の発令
27.9%

緊急安全確保（警戒レベル５）の発令
12.3%

家族や近隣からの呼びかけ
5.5%

風雨や浸水の状況など実際に
視覚的、感覚的に感じた状況

7.7%

その時になってみないとわからない
12.8%

その他
0.4%

無回答
1.0%

徒歩、自転車
64.5%

バイク、
自家用車
25.5%

鉄道
5.0%

バス
1.8%

タクシー
0.8%

その他
0.9%

無回答
1.5%

問７　あなたは、避難を開始するきっかけとして、最も重視するのはどれですか。
　　　（〇はひとつだけ） 

問８　あなたは、まだ浸水前で、各種交通機関が使用できる場合、どのような移動手段で避難
　　  しますか。 （〇はひとつだけ） 

 

【問６で「１.自宅にとどまる（在宅避難）」を選択した方にお伺いします。】 

 

有効回答数：3,745 

 
 

 

有効回答数：6,241

 

70.8%

39.9%

22.4%

9.8%

6.1%

5.9%

3.2%

2.8%

0.6%

自宅が安全なため（自宅の上層階への避難やマンション高層階

で安全が確保できる場合など）

その時の状況に応じて対処しようと考えているため

避難所より自宅の方が快適に過ごせるため

ペットを飼っているため

避難に支援が必要な人が家族にいるため（もしくは自分）

避難の必要性を感じていないため

どこに避難したらいいかわからないため

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

２週間程度
2.4%

１週間程度
21.3%

３日程度
53.8%

１日程度
18.0%

１日ももたない
3.2%

無回答
1.3%

問９　自宅にとどまる理由はなぜですか。  （複数回答可） 

問10　洪水や高潮により、あなたの自宅周辺が浸水し外出できない状況で、かつ電気、ガス、
水道などのライフラインの供給が停止してしまった場合、あなたはどれくらいの期間、
自宅内での避難生活を続けることができると思いますか。 （〇はひとつだけ） 
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有効回答数：6,241 

有効回答数：6,241 

 

 

２週間分程度
3.1%

１週間分程度
24.9%

３日分程度
49.5%

１日分程度
11.9%

備蓄はしていない
9.6%

無回答
1.0%

45.3%

39.0%

29.1%

28.3%

21.0%

13.7%

12.6%

6.7%

5.2%

4.7%

1.4%

1.7%

15.5%

1.5%

天気予報や近隣の河川の危険水位などの情報収集先の確認

非常用持ち出し品などの準備

避難所、避難経路の確認

ハザードマップの確認

自宅内の側溝やマスなどの清掃

家財や貴重品の置き場を考える

過去の水害や地形など、土地に潜む災害リスクの確認

地域の防災訓練への参加

高齢者、子ども、障害者などへの声掛け

家の構造の工夫や宅地の造成高を上げる

土のうや、止水板の用意

その他

取り組んでいることはない

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

問11　食料などの主な備蓄は何日分準備していますか。 （〇はひとつだけ） 

問12　あなたが、平常時に大雨、台風に備えて取り組んでいることはなんですか。
　　  （複数回答可） 
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有効回答数：6,241 

有効回答数：6,241 

 

 

２週間分程度
3.1%

１週間分程度
24.9%

３日分程度
49.5%

１日分程度
11.9%

備蓄はしていない
9.6%

無回答
1.0%

45.3%

39.0%

29.1%

28.3%

21.0%

13.7%

12.6%

6.7%

5.2%

4.7%

1.4%

1.7%

15.5%

1.5%

天気予報や近隣の河川の危険水位などの情報収集先の確認

非常用持ち出し品などの準備

避難所、避難経路の確認

ハザードマップの確認

自宅内の側溝やマスなどの清掃

家財や貴重品の置き場を考える

過去の水害や地形など、土地に潜む災害リスクの確認

地域の防災訓練への参加

高齢者、子ども、障害者などへの声掛け

家の構造の工夫や宅地の造成高を上げる

土のうや、止水板の用意

その他

取り組んでいることはない

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

問11　食料などの主な備蓄は何日分準備していますか。 （〇はひとつだけ） 

問12　あなたが、平常時に大雨、台風に備えて取り組んでいることはなんですか。
　　  （複数回答可） 

 

属性集計 

 

 
 

 

 

 

0.7%

6.2%

9.8%

14.0%

18.2%

17.6%

32.4%

1.1%

２０歳未満

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

無回答

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

6.4%
5.5%

6.0%
6.0%

5.7%
5.0%

6.5%
6.6%

6.4%
5.8%

5.2%
6.4%

6.3%
7.0%

6.3%

6.5%

2.4%

千種区
東区
北区
西区

中村区
中区

昭和区
瑞穂区
熱田区
中川区
港区
南区

守山区
緑区

名東区
天白区
無回答

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0%

年齢 

居住区 
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